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Ａ．研究目的 

今回の大震災で津波被害を受けた地域は、

元々医師が少ない地域であり、医療施設の

みならず、介護社会福祉施設も大きな被害

を受けている。また被災地においては、高

齢者が仮設住宅を中心に生活をしていると

実態があり、健康管理、食事・栄養管理、

服薬管理、衛生管理への支援が強く求めら

れている。そのため『被災地における心不

全患者の在宅療法に関する実態調査』を、

東北地区に既存する心不全コホートの枠組

みを用いて行う。調査にあたっては、『Web

上での循環器病管理システム・生活習慣病

管理システム（仮称）』を用いることで、研

究補助員や保健師の作業効率化と標準化を

はかる。また被災地は「少子高齢化が進む

これからの日本社会の近未来像」とも考え

られるため、他の既存コホート（都市型を

含む）との比較を行うことにより、将来的

な『地域包括ケア』としての将来ビジョン

策定を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

研究体制：研究全体を橋本信夫（国立循環

器病研究センター(NCVC)理事長）が統括し

た。安田聡(NCVC 心臓血管内科部門長)は

東北大学大学院医学研究科連携講座（循環

器先進医学）教授に併任しており、小川久

雄NCVC副院長ととともに被災地関連病院

との連携と研究の遂行にあたった。被災地

における心不全患者在宅医療の実態調査は、

東北大学循環器内科・下川宏明教授・坂田

泰彦准教授が担当した。循環器コホート研

究は、安斉俊久 NCVC心不全科部長、横山

広行 NCVCレジストリー情報室・医療安全

部長、河原田修身 NCVC 血管内科医長が、

最重症心不全例（体内設置型補助人工心臓

装置植え込み患者）に対する在宅医療のた

めの連携パス作成は、中谷武嗣 NCVC移植

部部長が各々担当した。被災地における循

環器病管理 WEB システムの構築は、宮本

恵宏 NCVC 予防検診部部長・西村邦宏室

長・竹上未紗研究員が、被災地での生活習

慣病・生活不活発病への介入は岡山明結核

予防会所長、中村元行・岩手医科大学内科

学講座心血管腎内分泌内科分野教授、河野

雄平NCVC生活習慣病部部長が分担研究し

た。また、各研究テーマ間の連携・調整を

宍戸稔聡 NCVC 研究企画調整室長が担当、

さらに桒原健・国立循環器病研究センター

薬剤部長とともに、WEBシステム活用の拡

充にあたった。 

 

Ｃ．研究結果（各分担研究者からの報告） 

被災地における心不全患者在宅医療の実態

調査： 

研究分担者 下川宏明・坂田泰彦 東北大学

大学院医学系研究科循環器内科学分野 

平成 24 年度は東北心不全協議会による慢

性心不全前向きコホート：CHART-2 研究

(NCT00418041)を活用し、慢性心不全にお

ける在宅治療の実態を調査する目的で、ア

ンケート調査を行った。対象は 10219例の

登録症例中、2012年 6月の段階で死亡が確

認されていなかった 8368例である。今回、

在宅における服薬状況や医療機関・制度と

のかかわりを中心に十数項目からなるアン

ケートを 2012 年 10 月にかけて発送し、

2013 年 1 月末までに 63％の症例から有効

回答を得て解析を行った。アンケート調査

結果を示す。 

  



 

 

図１：アンケー

 

在宅の日常における意識に関しては、服薬

に関してはほぼ処方通りに内服がなされて
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全国レベルでの悉皆的循環器病疾患実態

調査を実施し得る環境を整備し、学会と協

力することにより、心不全と並び国民の健

康への影響が大きい心筋梗塞について、そ

の発症を全国規模で、比較可能な体制を確

立した。その結果循環器専門医研修施設・

研修関連施設の登録率は 100%(n=1298)

を達成した。急性心筋梗塞入院患者総数は

69,219名、心不全入院患者総数は 212,739

名であった。また心筋梗塞患者入院死亡は

5,564名、心不全患者の入院死亡は 17,663

名であった。心筋梗塞患入院患者数は

2004年以降増加傾向にあった（2004年：

48213 例、2009 年：63207 例）。本調査

により、被災地を含めた我国の循環器医療

の必要性（需要）と供給の両面から疾病・

診療実態を把握することが可能であると

考えられる。また発症予防・重症化予防（先

制医療）のため、この循環器疾患診療登録

の整備が重要になってくる。



循環器コホート研究とのモデル解析比較３ 

研究分担者 石原 正治 国立循環器病研

究センター病院・部長 

研究分担者 河原田 修身 国立循環器病

研究センター病院・医長 

介護が必要となるような高齢者では、冠動

脈疾患、脳血管疾患とともに 下肢動脈疾患

の合併率が特に高く、日常生活動作にも影

響を及ぼす因子であるため、被災地を含め

た多施設共同研究を開始した。2014年 2月

の時点で、全国 15 施設において 162 例が

登録された。その内訳は間歇性跛行が 118

例(73％)、重症虚血肢が 44例（27％）であ

った。各施設における間歇性跛行の割合は

21－94％、重症虚血肢の割合は 0－79％で

あった。全体として血管内治療の多くは間

歇性跛行患者に対して行われているが、施

設間で間歇性跛行と重症虚血肢の占める割

合が大きく異なる。今後、登録終了とその

後の追跡によって我が国、とりわけ被災地

と被被災地における末梢動脈疾患患者の臨

床経過が明らかにされることが期待される。 
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植込型左心補助人工心臓(LVAS)を装着した

患者は、在宅療法が可能となったが、在宅

での管理を安定して行うためには、入院管

理中には医療者により行われてきた種々の

管理を患者本人及び家族による介護者で行

う必要がある。今回、植込型 LVAS 装着患

者の在宅管理について検討した。在宅管理

患者のうち 16例 54回の再入院を認め、そ

の理由は、ドライブライン感染が 45％と最

も多く、脳血管障害は 15％であった。LVAS

装着患者の在宅管理において、コアグチェ

ックによる抗凝固療法の調整を行なうこと

で、脳血管障害による再入院例は少なくな

っているものと推定された。 

 

被災地における循環器病管理 WEB システ
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原因疾患（虚血性心疾患、心筋症、高血圧、

不整脈など）の治療に関わる薬剤をはじめ、

心不全の患者に処方された薬剤が、医療従

事者側の入力 IFから検索・登録できるよう

にした。薬剤は、前方 3 文字での一致検索

で候補リストが抽出され（図 4-①）、【薬剤

検索名称マスタ】に格納されている医薬品

名と一般名の登録を可能とした。また、薬

剤の一回量や用法（朝昼夕、頓服、食前、

食後など）の設定も可能としている（図 4-

②）。 
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し、その効果を実証した。減塩食普及プロ

グラム、運動推進プログラム、IT技術を活

用した啓発・動機付けプログラムを開発し、

これらに関連した多面的な調査、支援活動

を行い、成果が得られた。岩手県野田村の

住民の食塩摂取量は、それほど多くはなか

ったが、食塩制限目標の達成率は低かった。

また、不活発な住民は多く、運動指導によ

り身体活動量は増加した。食生活改善推進

員および健康運動指導士の役割が大きいこ

とが明確になった。 

1) 減塩食普及プログラムの応用と評価 

a) 地域住民への啓発 

 野田村において住民を対象とした高血圧

予防教室を開催した。半年間に４回の教室

が開催され、保健師、栄養士、理学療法士、

精神保健福祉士、健康運動指導士、医師な

ど多彩な専門職がそれぞれの専門性を活か

した講演を行った。 

 また、久慈保健所、食生活改善推進員団

体連絡協議会久慈支部との連携により、地

元の食材を活用し手軽に作れる減塩食レシ

ピの開発と、仮設住宅住民に対する減塩食

の提供が精力的に実施された。連携による

減塩食普及の優れたモデルを構築すること

ができた。 

b) 地方自治体の食育関係者への啓発・支援 

 野田村における特定健診結果（統計資料）

について提供を受け、課題の検討と自治体

の食育関係者の啓発活動を行った。 

 また、久慈市および洋野町の栄養士、保

健師、食生活改善推進員の活動支援（減塩

食レシピ研修）を、国立循環器病研究セン

ターにおいて行った。 

c) 食塩摂取量の評価 

 野田村において特定健診の受診者約 300

名を対象として、塩分チェック表を用いた

食事調査、および尿検査による摂取食塩量

推定を実施し、自分自身の状況認識を促し

た。全対象者の平均食塩排泄量は、9.9±2.3 

g/日であった。高血圧のない男女、高血圧

者はそれぞれ 9.7±1.8 g/日、10.2±2.5 g/

日、9.5±2.3 g/日で、食塩摂取目標達成率

は 36%（9g/日未満）、14%（7.5g/日未満）、

6%（6g/日未満）と低値であった。また、

減塩を行っていると答えた群の食塩排泄量

は、行っていないと答えた群と差を認めな

かった。 

2) 運動推進プログラムの応用と評価 

 野田村では住居や居住環境に応じた身体

活動・運動への唱導、人材の育成事業が実

施され、それらについて調査、評価した。

また、ボランティアフォローアップ研修会、

高血圧予防教室、生きるセミナーにおいて、

運動を啓発、指導した。 

 高血圧予防教室におけるアンケート結果

では、「中等度(歩行以上)の身体活動を行う

日は、週に何日あるか」との質問に対し「0

日」の回答が、教室前は 40％であったが、

教室後には 20％に減少し、4日以上の群が

10％から 20％に増加したことから、運動実

践に至る行動変容が認められた。 

3) IT 技術を活用した啓発プログラムの開

発と応用 

 野田村の全世帯に設置されている光ファ

イバー網とひかりフレッツフォンによるネ

ットワーク「のんちゃんネット」を用いて、

強度別 3種類、各 1分の「のんちゃんネッ

ト体操」を開発した。中間的な分析では、

この体操の視聴世帯は 15％であった。 

 さらに、通信機能付きの血圧計と活動量

計を高血圧予防教室に参加した住民に配布



し、家庭での自己測定を開始した。継続的

な測定結果をテレモニタリングにより評価

でき、その記録を基にした指導の実施が可

能となった。
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表1.2　パイロット研究の開始時特性（50名のうち、
六ヶ月後データのあるもの49名）
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尿中カリウム

尿中塩分

表 1.3
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意な差は見られなかった。

を回収できていないものが複数あり、すべ

てのデータを投入した解析が必要であるが、

現在のところ

った。塩分排泄量は対照群でやや低下、支

援群ではやや上昇した。尿中カリウムはむ

しろ介入群で多くなる傾向が認められた。

 

 

 

 

 

 

73.9歳でありほとんど差は見られなかった。

また腹囲と体重は支援群でやや小さい傾向

があったが有意な差は認められなかった。

血圧などのリスク因子についても有意な差

は見られなかった。

い傾向が見られたが、有意な差は見られな

かった。 

表1.2　パイロット研究の開始時特性（50名のうち、
六ヶ月後データのあるもの49名）

平均値 （SD)

25
75.4 (6.31)

24.0%
WEIGHT 62.4 (11.02)

84.4 (20.56)

24.6 (3.60)

137.4 (24.42)

80.4 (13.46)

106.6 (26.65)

59.1 (15.38)
空腹時血糖 117.2 (29.83)

130.2 (100.44)
尿中カリウム 1972.2 (656.78)
尿中塩分 13.0 (8.49)

1.3 に介入 6
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（SD) 平均値 （SD)
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6 ヶ月目の主な指標の変化を

示した。体重は支援群で 1.4kg

0.8kg 減少し差は有意ではなか

った。腹囲は逆にどちらも増加傾向であっ

た。最大血圧は支援群で 10.8mmHg

たが対照群でも 3.4mmHg
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2 群に大きな差は見られなか

った。塩分排泄量は対照群でやや低下、支

援群ではやや上昇した。尿中カリウムはむ

しろ介入群で多くなる傾向が認められた。

歳でありほとんど差は見られなかった。

また腹囲と体重は支援群でやや小さい傾向

があったが有意な差は認められなかった。

血圧などのリスク因子についても有意な差

は対照群でやや高

い傾向が見られたが、有意な差は見られな

表1.2　パイロット研究の開始時特性（50名のうち、

P値

0.360
0.309

(12.80) 0.317
(22.49) 0.736

0.972
(19.05) 0.424
(12.78) 0.891
(29.09) 0.943
(13.18) 0.732
(37.15) 0.584
(139.92) 0.206
(574.71) 0.340

0.868  

ヶ月目の主な指標の変化を

1.4kg 減少したが

減少し差は有意ではなか

った。腹囲は逆にどちらも増加傾向であっ

10.8mmHg低下し

3.4mmHg 低下しており有

意な差は見られなかった。BNPは検査結果

を回収できていないものが複数あり、すべ

てのデータを投入した解析が必要であるが、

群に大きな差は見られなか

った。塩分排泄量は対照群でやや低下、支

援群ではやや上昇した。尿中カリウムはむ

しろ介入群で多くなる傾向が認められた。

歳でありほとんど差は見られなかった。

また腹囲と体重は支援群でやや小さい傾向

があったが有意な差は認められなかった。

血圧などのリスク因子についても有意な差

は対照群でやや高

い傾向が見られたが、有意な差は見られな

ヶ月目の主な指標の変化を

減少したが

減少し差は有意ではなか

った。腹囲は逆にどちらも増加傾向であっ

低下し

低下しており有

は検査結果

を回収できていないものが複数あり、すべ

てのデータを投入した解析が必要であるが、

群に大きな差は見られなか

った。塩分排泄量は対照群でやや低下、支

援群ではやや上昇した。尿中カリウムはむ

しろ介入群で多くなる傾向が認められた。 



 

 

表1.3　パイロット研究の6ヶ月目と介入前の値の差　
（50名のうち、六ヶ月後データのあるもの49名）

例数
WEIGHT

腹囲

SBP1

DBP1

LDLC

HDLC

空腹時血糖

BNP

尿中カリウム

尿中塩分

 

２）本研究の進行状況

平成

審査をうけ、倫理委員会の承認を得た施設

より対象者募集を開始した。平成

月現在すべての施設での倫理委員会での審

議が完了した。別添資料

ラムおよび主な教材を示した。本研究の研

修には

師が参加した。研究の目的から、保健指導

の目的や期待される効果について概括的な

講義を行い、参加者の知識レベルを一定に

した上で、保健指導に関連した支援のポイ

ントについて栄養・運動・減塩の

トについて講義と実習を行った。さらに対

象者募集の際の注意事項や説

得方法、対象者の割り付け方法など研究実

施に関わる注意事項について、ロールプレ

イを含めて実施した。研修終了後、実施を

予定している各病院での体制準備に入った。

各病院の体制を確認すると共に、各担当看

護師は主治医の協力を得て募集のための患

者リストの作成を行なった。

表 2.1

の目標に対して

り、今後年度内にすべての対象者の募集を

表1.3　パイロット研究の6ヶ月目と介入前の値の差　
（50名のうち、六ヶ月後データのあるもの49名）

平均値 （SD)

25
-1.4 (2.25)

2.1 (17.52)

-10.8 (26.96)

-4.2 (20.09)

-2.9 (15.18)

-3.1 (9.98)
空腹時血糖 -4.4 (39.88)

10.1 (76.45)
尿中カリウム 280.0 (772.03)
尿中塩分 0.7 (4.34)

２）本研究の進行状況

平成25年9月より各施設での倫理委員会の

審査をうけ、倫理委員会の承認を得た施設

より対象者募集を開始した。平成

月現在すべての施設での倫理委員会での審

議が完了した。別添資料

ラムおよび主な教材を示した。本研究の研

修には 12名の支援担当予定の看護師・保健

師が参加した。研究の目的から、保健指導

の目的や期待される効果について概括的な

講義を行い、参加者の知識レベルを一定に

した上で、保健指導に関連した支援のポイ

ントについて栄養・運動・減塩の

トについて講義と実習を行った。さらに対

象者募集の際の注意事項や説

得方法、対象者の割り付け方法など研究実

施に関わる注意事項について、ロールプレ

イを含めて実施した。研修終了後、実施を

予定している各病院での体制準備に入った。

各病院の体制を確認すると共に、各担当看

護師は主治医の協力を得て募集のための患

者リストの作成を行なった。

2.1 に本研究の進行状況を示す。

の目標に対して

り、今後年度内にすべての対象者の募集を

表1.3　パイロット研究の6ヶ月目と介入前の値の差　
（50名のうち、六ヶ月後データのあるもの49名）

（SD) 平均値 （SD)

24
(2.25) -0.8 (2.04)

(17.52) 3.1 (16.96)

(26.96) -3.4 (25.88)

(20.09) -4.0 (12.34)

(15.18) -10.1 (29.10)

(9.98) -2.5 (8.41)

(39.88) 3.2 (32.63)

(76.45) -26.1 (146.37)

(772.03) -107.9 (579.75)

(4.34) -0.9 (5.58)

２）本研究の進行状況 

月より各施設での倫理委員会の

審査をうけ、倫理委員会の承認を得た施設

より対象者募集を開始した。平成

月現在すべての施設での倫理委員会での審

議が完了した。別添資料 3 に研修会プログ

ラムおよび主な教材を示した。本研究の研

名の支援担当予定の看護師・保健

師が参加した。研究の目的から、保健指導

の目的や期待される効果について概括的な

講義を行い、参加者の知識レベルを一定に

した上で、保健指導に関連した支援のポイ

ントについて栄養・運動・減塩の

トについて講義と実習を行った。さらに対

象者募集の際の注意事項や説

得方法、対象者の割り付け方法など研究実

施に関わる注意事項について、ロールプレ

イを含めて実施した。研修終了後、実施を

予定している各病院での体制準備に入った。

各病院の体制を確認すると共に、各担当看

護師は主治医の協力を得て募集のための患

者リストの作成を行なった。

に本研究の進行状況を示す。

の目標に対して 45 名の募集が完了してお

り、今後年度内にすべての対象者の募集を

表1.3　パイロット研究の6ヶ月目と介入前の値の差　
（50名のうち、六ヶ月後データのあるもの49名）

（SD) P値

(2.04) 0.317
(16.96) 0.736
(25.88) 0.424
(12.34) 0.891
(29.10) 0.943

(8.41) 0.732

(32.63) 0.584
(146.37) 0.206
(579.75) 0.340

(5.58) 0.868

 

月より各施設での倫理委員会の

審査をうけ、倫理委員会の承認を得た施設

より対象者募集を開始した。平成 26 年

月現在すべての施設での倫理委員会での審

に研修会プログ

ラムおよび主な教材を示した。本研究の研

名の支援担当予定の看護師・保健

師が参加した。研究の目的から、保健指導

の目的や期待される効果について概括的な

講義を行い、参加者の知識レベルを一定に

した上で、保健指導に関連した支援のポイ

ントについて栄養・運動・減塩の 3 ポイン

トについて講義と実習を行った。さらに対

象者募集の際の注意事項や説明と同意の取

得方法、対象者の割り付け方法など研究実

施に関わる注意事項について、ロールプレ

イを含めて実施した。研修終了後、実施を

予定している各病院での体制準備に入った。

各病院の体制を確認すると共に、各担当看

護師は主治医の協力を得て募集のための患

者リストの作成を行なった。 

に本研究の進行状況を示す。110

名の募集が完了してお

り、今後年度内にすべての対象者の募集を

月より各施設での倫理委員会の

審査をうけ、倫理委員会の承認を得た施設

年 1

月現在すべての施設での倫理委員会での審

に研修会プログ

ラムおよび主な教材を示した。本研究の研

名の支援担当予定の看護師・保健

師が参加した。研究の目的から、保健指導

の目的や期待される効果について概括的な

講義を行い、参加者の知識レベルを一定に

した上で、保健指導に関連した支援のポイ

ポイン

トについて講義と実習を行った。さらに対

明と同意の取

得方法、対象者の割り付け方法など研究実

施に関わる注意事項について、ロールプレ

イを含めて実施した。研修終了後、実施を

予定している各病院での体制準備に入った。

各病院の体制を確認すると共に、各担当看

護師は主治医の協力を得て募集のための患

110 名

名の募集が完了してお

り、今後年度内にすべての対象者の募集を

完了する予定である。

 

３）食生活調査票の妥当性研究の進行状況

食生活調査票の妥当性検討のため、研究プ

ロトコールを作成し

た。更に調査精度を高めるため、妥当性研

究の調査員の養成を知食調査マニュアルに

よって行った。

 具体的な調査は被災地である岩手地区を

中心に調査協力者を募集した。岩手地区で

は盛岡市および盛岡保健所の健康関連事業

に参加した方を対象に主催者の了解を得て

対象者を募集した。更に東京地区で健診受

診者を対象として対象者を募集している。

最終的に総計

を行っている。

 

Ｄ．考察

「被災地（＝極端な少子高齢化＝我が国の

近未来像）」で、種々の心血管疾患の終末像

「心不全管理」を、効率的な

の維持のために今後ますますその必要性が

高まる「在宅医療」で行うことは、保健・

医療、介護・福祉・生活支援サービスが一

体的に提供される将来ビジョン策定に役立

つ可能性がある。すなわち今回の被災地に

おける取組を将来の少子高齢化社会のモデ

ルとして位置づけ、被災地以外においても、

『地域包括ケアモデル』へと転換を図るた

めの先取り事業としての役割を果たすこと

完了する予定である。

３）食生活調査票の妥当性研究の進行状況

食生活調査票の妥当性検討のため、研究プ

ロトコールを作成し

た。更に調査精度を高めるため、妥当性研

究の調査員の養成を知食調査マニュアルに

よって行った。

具体的な調査は被災地である岩手地区を

中心に調査協力者を募集した。岩手地区で

は盛岡市および盛岡保健所の健康関連事業

に参加した方を対象に主催者の了解を得て

対象者を募集した。更に東京地区で健診受

診者を対象として対象者を募集している。

最終的に総計 100

を行っている。

Ｄ．考察 

「被災地（＝極端な少子高齢化＝我が国の

近未来像）」で、種々の心血管疾患の終末像

「心不全管理」を、効率的な

の維持のために今後ますますその必要性が

高まる「在宅医療」で行うことは、保健・

医療、介護・福祉・生活支援サービスが一

体的に提供される将来ビジョン策定に役立

つ可能性がある。すなわち今回の被災地に

おける取組を将来の少子高齢化社会のモデ

ルとして位置づけ、被災地以外においても、

『地域包括ケアモデル』へと転換を図るた

めの先取り事業としての役割を果たすこと

完了する予定である。 

３）食生活調査票の妥当性研究の進行状況

食生活調査票の妥当性検討のため、研究プ

ロトコールを作成し倫理委員会の承認を得

た。更に調査精度を高めるため、妥当性研

究の調査員の養成を知食調査マニュアルに

よって行った。 

具体的な調査は被災地である岩手地区を

中心に調査協力者を募集した。岩手地区で

は盛岡市および盛岡保健所の健康関連事業

に参加した方を対象に主催者の了解を得て

対象者を募集した。更に東京地区で健診受

診者を対象として対象者を募集している。

100名を目標に募集し、調査

を行っている。 

「被災地（＝極端な少子高齢化＝我が国の

近未来像）」で、種々の心血管疾患の終末像

「心不全管理」を、効率的な

の維持のために今後ますますその必要性が

高まる「在宅医療」で行うことは、保健・

医療、介護・福祉・生活支援サービスが一

体的に提供される将来ビジョン策定に役立

つ可能性がある。すなわち今回の被災地に

おける取組を将来の少子高齢化社会のモデ

ルとして位置づけ、被災地以外においても、

『地域包括ケアモデル』へと転換を図るた

めの先取り事業としての役割を果たすこと

 
３）食生活調査票の妥当性研究の進行状況

食生活調査票の妥当性検討のため、研究プ

倫理委員会の承認を得

た。更に調査精度を高めるため、妥当性研

究の調査員の養成を知食調査マニュアルに

具体的な調査は被災地である岩手地区を

中心に調査協力者を募集した。岩手地区で

は盛岡市および盛岡保健所の健康関連事業

に参加した方を対象に主催者の了解を得て

対象者を募集した。更に東京地区で健診受

診者を対象として対象者を募集している。

名を目標に募集し、調査

「被災地（＝極端な少子高齢化＝我が国の

近未来像）」で、種々の心血管疾患の終末像

「心不全管理」を、効率的な医療提供体制

の維持のために今後ますますその必要性が

高まる「在宅医療」で行うことは、保健・

医療、介護・福祉・生活支援サービスが一

体的に提供される将来ビジョン策定に役立

つ可能性がある。すなわち今回の被災地に

おける取組を将来の少子高齢化社会のモデ

ルとして位置づけ、被災地以外においても、

『地域包括ケアモデル』へと転換を図るた

めの先取り事業としての役割を果たすこと

３）食生活調査票の妥当性研究の進行状況 

食生活調査票の妥当性検討のため、研究プ

倫理委員会の承認を得

た。更に調査精度を高めるため、妥当性研

究の調査員の養成を知食調査マニュアルに

具体的な調査は被災地である岩手地区を

中心に調査協力者を募集した。岩手地区で

は盛岡市および盛岡保健所の健康関連事業

に参加した方を対象に主催者の了解を得て

対象者を募集した。更に東京地区で健診受

診者を対象として対象者を募集している。

名を目標に募集し、調査

「被災地（＝極端な少子高齢化＝我が国の

近未来像）」で、種々の心血管疾患の終末像

医療提供体制

の維持のために今後ますますその必要性が

高まる「在宅医療」で行うことは、保健・

医療、介護・福祉・生活支援サービスが一

体的に提供される将来ビジョン策定に役立

つ可能性がある。すなわち今回の被災地に

おける取組を将来の少子高齢化社会のモデ

ルとして位置づけ、被災地以外においても、

『地域包括ケアモデル』へと転換を図るた

めの先取り事業としての役割を果たすこと



が期待される。また介護・福祉は IT活用の

ニーズが高い一方で、システムの独自開発

などコストの面が障壁となってきた。本研

究班にて開発中の『循環器病管理システ

ム・生活習慣病管理システム（仮称）』は、

被災地を含めて国内のモデル地区にて今後

導入・応用を進めていく。さらに研究に伴

う医療従事者・介護従事者・保健師・栄養

士らの訪問や地域の薬剤師の活用は、心不

全・生活習慣病・生活不活発病への介入の

みならず、精神面も含めた被災者支援とい

う実効的な側面も期待される。 

 

Ｅ．結論 

本年度全国レベルでの悉皆的循環器病疾患

実態調査の結果、我が国の心不全入院患者

数は 20 万人を超えることが明らかになっ

た。一方で心不全の管理において重要な体

重測定や、水分制限、塩分制限は必ずしも

その意識が徹底されていないことが被災地

でのアンケート調査の結果示された。被災

地における心不全患者の在宅療法による管

理を行うことにより、仮に入院した場合で

も入院日数の短縮が期待でき、医療費の大

幅な抑制につながること、再入院率の回避

により患者の生活の質の向上が期待される。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

各分担研究者の項に記載 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

各分担研究者の項に記載 
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研究分担者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

研究要旨：

今回の大震災で津波被害を受けた地域は、元々医師が少ない地域であり、医療施設のみな

らず、介護社会福祉施設も大きな被害を受けている。被災地においては、仮設住宅生活者

を中心に、健康管理、食事・栄養管理、衛生管理への支援が強く求められている。

そのため

盤開発し維新研究事業『被災地における心不全患者の在宅療法に関する研究』（図１）の
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壊の危機に直面している。医療体制の
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おり、その一環として

心不全患者在宅医療の実態調査を下川
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が坂田泰彦（同准教授）とともに担当
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本研究では、高齢者において「罹患率が高

く」かつ「致命的」な疾患である心不全患

者に着目し、同疾患をモデルとして在宅医

療を推進し、早期回復と患者の負担軽減が

図られる方策を提言することを目的とし

研究は

69 歳、

歳以上の高齢者が全

年に行

研究では基礎疾患として虚血性

と最も多く、ま

た危険因子として高血圧・糖尿病の合併例

が増加していることをこれまでに明らか

33）。

本研究参加症例には公立志津川病院、石巻

市立病院など被災の大きかった地域の症

例も数多く含まれており、この既存の組織

をもとに被災地における心不全患者の介



護・在宅医療の実態調査を行うことは非常

に意義が大きいと考えられる。 

 さて本年度の集計・解析結果では慢性心

不全およびその高リスク集団であるにも

関わらず、症状が出現、または増悪しても

必ずしも医療関係者に相談せず、また日常

生活においても水分制限や塩分制限は必

ずしも行われていない実態が明らかとな

った。今回、処方された薬の服用に関して

は必ず服用しているとの回答が効率であ

ったことを考慮すると、こうした保健指

導・相談の担い手・場所として薬剤師や薬

局を活用するなど今後こうした症例にお

いて医療機関および保健指導がより身近

になるよう方策を立てる必要性が示され

た。 

 

Ｅ．結論 

 

本研究により、東日本大震災被災地におけ

る心不全をはじめとした心臓疾患症例の患

者サイドからみた在宅診療の実態が明らか

になりつつある。今後継続して更なる解析

を行うことにより東日本大震災からの医療

の復興に貢献する貴重な成果が発信される

と考える。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 

   なし 

 

Ｇ．研究発表 

【英文論文】 

1. Takada T, Sakata Y, Miyata S, 

Takahashi J, Nochioka K, Miura M, 

Tadaki S, Shimokawa H; on behalf of 

the CHART-2 Investigators. Impact of 

elevated heart rate on clinical 

outcomes in patients with heart 

failure with reduced and preserved 

ejection fraction: a report from the 

CHART-2 Study. Eur J Heart Fail. 2013 

Dec 31. doi: 10.1002/ejhf.22. [Epub 

ahead of print] 

2. Hao K, Takahashi J, Ito K, Miyata S, 

Sakata Y, Nihei T, Tsuburaya R, 

Shiroto T, Ito Y, Matsumoto Y, 

Nakayama M, Yasuda S, Shimokawa H; on 

behalf of the Miyagi AMI Registry 

Study Investigators. Emergency Care 

of Acute Myocardial Infarction and 

the Great East Japan Earthquake 

Disaster. Circ J. 2014 Jan 21. [Epub 

ahead of print] 

3. Sakata Y, Miyata S, Nochioka K, Miura 

M, Takada T, Tadaki S, Takahashi J, 

Shimokawa H. Gender differences in 

clinical characteristics, treatment 

and long-term outcome in patients 

with stage c/d heart failure in Japan. 

Circ J. 2014 Jan 24;78(2):428-35. 

4. Miura M, Sakata Y, Miyata S, Nochioka 

K, Takada T, Tadaki S, Takahashi J, 

Shiba N, Shimokawa H; CHART-2 

Investigators. Usefulness of 

combined risk stratification with 

heart rate and systolic blood 

pressure in the management of chronic 

heart failure. A report from the 

CHART-2 study. Circ J. 

2013;77(12):2954-62. 

 



Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 （予定

を含む。） 

 

 1. 特許取得 

 なし 

 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 



 
 
 

厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
 

分担研究報告書 
 

 
被災地における心不全患者の在宅療法に関する研究 

 
研究分担者 安田 聡 国立循環器病研究センター心臓血管内科 部門長 
研究分担者 小川久雄 国立循環器病研究センター 副院長 
 

 
研究要旨  
2004年より日本循環器病学会が主導で行われている循環器疾患診療実態調査のデータセンターは2013年度よ
り国立循環器病研究センターに移設された。本調査により、我国の循環器医療の必要性（需要）と供給の両面
から疾病・診療実態を把握することが可能である。 
 
 
 
 
Ａ．研究目的                                  
    
循環器疾患診療実態調査(The Japanese 

   Registry Of All cardiac and vascular 

   Diseases; JROAD)を行い、循環器専門医 

   が診断した急性心筋梗塞及び心不全患者 

   の我が国の入院患者総数を把握すること。 
 
Ｂ．研究方法 
     
循環器科心臓血管外科を標榜する2577 

    施設を対象にWEBを用いて調査項目に回答。 

    調査期間は2012年1月から12月の１年間と 

    した。 

  （倫理面への配慮） 

    本研究は、疫学研究に関する倫理指針に 

    従い、公開すべき事項を本センターホー 

    ムページ、広報などを通して公開する。 
 
 Ｃ．研究結果 
     

 循環器専門医研修施設・研修関連施設 

     の登録率は100%(n=1298)を達成した。 

     急性心筋梗塞入院患者総数は69,219名、 

     心不全入院患者総数は212,739名であった。 

     心筋梗塞患者入院死亡は5,564名、心不全 

     患者の入院死亡は17,663名であった。心 

     筋梗塞患入院患者数は2004年以降増加傾 

     向にあった（2004年：48213例、2009年： 

63207例）。 
Ｄ．考察 
 

心不全入院患者数は本年度から調査開始 

された。これまで全国レベルで診断基準 

に基づき患者数が示されたことはなく、 

我が国の実態が初めて明らかになった。 

今後医療の質の評価等、在宅医療に関連 

した基礎データを蓄積する必要がある。 

 
Ｅ．結論 
  
発症予防・重症化予防（先制医療）の 

ため、循環器疾患診療登録の整備が重要 

である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
 
 1.  調査発表 

 http://jroadinfo.ncvc.go.jp/report 

/report12_140122.pdf  

2.  学会発表 

 The 78th Annual Scientific Meeting 

 of the Japanese Circulation Society 

 (2014, Tokyo, Japan) 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし



 



                                                    
                                 
 
  
厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

  分担研究報告書 
 

        
 被災地における心不全患者の在宅療法に関する研究 

                                       
分担研究者 横山 広行 国立循環器病研究センター  

                                       
 研究要旨                         

全国レベルでの心不全疾病登録モデルより、震災が国民
の健康に及ぼす影響を解析し、その対策を立案するための
基盤構築を目指し、全国における心不全入院の実態調査を
行うための環境が整備されたため、次年度に計画に基づき
解析を実施する 

  

 
Ａ．研究目的             
被災地域においては震災で病院や
診療所が全半壊、病院の廃業や医療
人の損失・流出を引き起こし、深刻
な医療崩壊の危機に直面した。医療
体制の再構築過程の中で、医療機能
の集約や連携とともに、在宅医療を
推進し患者の医療ニーズに切れ目な
く対応していくこと、健康管理、食
事・栄養管理、衛生管理への支援が
求められている。 
本研究では、高齢者において「罹
患率が高く」かつ「致命的」な疾患
である心不全患者に着目し、同疾患
をモデルとして在宅医療を推進し、
早期回復と患者の負担軽減が図られ
る方策を提言することを目的とする
。 
 
Ｂ．研究方法 
全国レベルでの心不全疾病登録モデ
ルより、震災が国民の健康に及ぼす
影響を解析し、その対策を立案する
ための基盤構築を目指している。初
年度は、医療機関に収容された心不
全症例の実態を把握するために、全
国レベルでインターネットによるWeb
登録を用いた悉皆的循環器病疾患実
態調査を実施しうる環境を国立循環
器病研究センターに整備した。 
（倫理面への配慮） 
疫学的研究であり、患者への負担
はない。対象者が特定可能な個人情
報は収集しない。 
                   
Ｃ．研究結果    
  初年度に、全国レベルでの悉皆
的循環器病疾患実態調査を実施し得
る環境を整備し、学会と協力するこ
とにより、心不全と並び国民の健康
への影響が大きい心筋梗塞について
、その発症 

  
を全国規模で、比較可能な体制を確
立した。2012年の全国データの集積
を本年度完了し、計画に基づいた解
析を実施する。 
    
Ｄ．考察               
2012年の全国における心不全入院
の実態調査を行うための環境が整備
された。実際の調査開始時期が2013
年5月～8月であり、データクリーニ
ングの完了が2014年3月のため、本年
度中に全国における心不全発症の実
態を把握し地域格差について解析す
る。 
                 
  
Ｅ．結論               
データを集積できる環境は整った
ため、次年度からは毎年解析を実施
する。             
      
Ｆ．研究発表 
 Circ Journal. 2012; 76; 2372-2379. 
Resuscitation. 2012; 83:684-91. 
J Cardiology. 2013; 61:58-64 
J Jpn Coron Assoc 2014;20 (in pres
s) 
日本社会精神医学会雑誌 2013;22:131
-7 
心臓 2013; 45(10);1334-1338 
日本老年医学会雑誌 2013;50:748-751 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況   
  
 1. 特許取得；なし 
 2. 実用新案登録；なし 
 3.その他；なし 
  

 

 



 



厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

「末梢動脈疾患の血管内治療に 

関する多施設前向き観察研究」 

 

研究分担者 石原 正治 国立循環器病研究センター冠疾患血管科 部長 

研究分担者 河原田 修身 国立循環器病研究センター血管科 医長 

 

 

研究要旨 

食生活の欧米化と高齢化社会の到来、糖尿病や慢性腎臓病患者の増加により本邦でも動脈

硬化を起因とする下肢末梢動脈疾患(PAD:peripheral artery disease)が注目されている。

ステントを代表とする血管内治療の技術革新と治療手技の改良とともに、欧米のガイドラ

インでは症候性 PAD に対する血管内治療の適応は拡大してきている。本研究では、我が国

における症候性 PAD の血管内治療に関して全国多施設前向き登録を行い、全国的な治療実

態や臨床経過を明らかにし、東日本大震災の影響の有無を検討する。 

 

A.研究目的 

下肢末梢動脈疾患に対する全国多施設・前

向き登録を行い、本邦における間歇性跛行

と重症虚血肢の治療実態と予後を明らかに

し、東日本大震災の影響の有無を検討する。 

 

B.研究方法 

多施設において、血管内治療 (EVT）を受け

る症候性末梢動脈疾患例を登録し、手技成

功の成否に関わらず、手技後 1，3，6，12

か月後、以後 1年毎に、虚血症状の改善、

創部完治、各種血流検査値、治療部位の開

存率や再治療の有無、QOL 指標、心脳血管

イベント、下肢切断、死亡を追跡調査する。 

 また

同時に東日本大震災後の被災地と非被災地

における臨床経過を追跡し比較検討する。 

 

データに関しては、Web データ収集システ

ム REDCap にて行う。 

研究期間は 2013 年 7月～2017 年 12 月、登

録期間は 2013 年 7月～2014 年 12 月（追跡

期間 3年）を予定している。 

 

C．研究結果 

登録進行中の 2014 年 2月の時点で、全国

15 施設において 162 例が登録されている。

その内訳は間歇性跛行が 118 例(73％)、重

症虚血肢が 44 例（27％）であった。各施設

における間歇性跛行の割合は 21－94％、重

症虚血肢の割合は 0－79％であった。今後

は全国20施設にて500例登録を目標に研究

を進めていく予定である。 

D．考察 



全国における末梢動脈疾患に対する血管内

治療後の実態調査を行うための環境が整備

されてきた。これまでの登録状況によると、

血管内治療は約 70％が間歇性跛行に対して、

約 30％が重症虚血肢に対して施行されてい

る。その一方で、間歇性跛行と重症虚血肢

の占める割合が施設間で大きく異なること

が示された。今後登録を進めるにあたり、

末梢動脈疾患治療や患者のイベント発生率、

生命予後の地域差や施設間の違いなどにつ

いても検討を要すると考えられた。 

 

E. 結論 

末梢動脈疾患に対して血管内治療を受けた

患者を登録するシステムを確立した。 

全体として血管内治療の多くは間歇性跛行

患者に対して行われているが、施設間で間

歇性跛行と重症虚血肢の占める割合が大き

く異なる。今後、登録終了とその後の追跡

によって我が国、とりわけ被災地と被被災

地における末梢動脈疾患患者の臨床経過が

明らかにされることが期待される。 

 

 

関連する論文発表 

1.Duplex criteria for in-stent 

restenosis in the superficial femoral 

artery. 

Kawarada O, Higashimori A, Noguchi M, 

Waratani N, Yoshida M, Fujihara M, Yokoi 

Y, Honda Y, Fitzgerald PJ. 

Catheter Cardiovasc Interv. 2013 Mar; 

81: E199-205. 

 

2.Variability in quantitative and 

qualitative analysis of intravascular 

ultrasound and frequency domain optical 

coherence tomography. 

Abnousi F, Waseda K, Kume T, Otake H, 

Kawarada O, Yong CM, Fitzgerald PJ, Honda 

Y, Yeung AC, Fearon WF. 

Catheter Cardiovasc Interv. 2013 Sep; 

82: E192-199.  

 

3.Subintimal angioplasty of lengthy 

femorotibial total occlusion in 

Buerger's disease. 

Kawarada O, Ayabe S, Yotsukura H, Nakaya 

T, Kanayama J, Harada K, Ishihara M, 

Yasuda S, Ogawa H. 

J Endovasc Ther. 2013 Aug; 20: 578-581. 

 

4.Endovascular recanalization of failed 

distal bypass in Buerger's disease. 

Kawarada O, Sakamoto S, Harada K, 

Ishihara M, Yasuda S, Ogawa H. 

Cardiovasc Interv Ther. 2013 Nov 12. 

[Epub ahead of print] 

 

5.Impact of changing PSVR thresholds on 

the patency rates of SFA recanalisation 

with self-expanding nitinol stents. 

Higashimori A, Kawarada O, Morioka N, 

Shiotani S, Fujihara M, Fukuda K, Yokoi 

Y. EuroIntervention. 2013 Dec; 9: 

964-967. 

 

6.Contemporary Endovascular Crossing 

Techniques for Infrapopliteal Chronic 



Total Occlusion Intervention. Kawarada O, 

Sakamoto S, Harada K, Ishihara M, Yasuda 

S, Ogawa H. J Endovasc Ther. 2014 April: 

(in press). 



厚生労働省科学研究費補助金（研究事業） 

分担研究報告書 

 

被災地における心不全患者の在宅療法に関する研究 

―植込型補助人工心臓と在宅療法― 

研究分担者：中谷 武嗣 国立循環器病研究センター移植部 部長 

 

研究要旨  

植込型左心補助人工心臓（LVAS）の在宅治療を積極的に進め、在宅管理における課題について検討

した。そのなかで、抗凝固療法の調整とともに、ドライブライン感染への対応が重要であることが

示された。 

 

Ａ．研究目的 

末期心不全患者に対する治療選択として連続流植

込型左心補助人工心臓（LVAS）が心臓移植へのブ

リッジとして保険償還された。この植込型 LVAS

を装着した患者は、在宅療法が可能となったが、

在宅での管理を安定して行うためには、入院管理

中には医療者により行われてきた種々の管理を患

者本人及び家族による介護者で行う必要がある。

今回、植込型 LVAS 装着患者の在宅管理について検

討した。 

 

Ｂ．研究方法 

対象は心移植へのブリッジとして当センターにお

いて2011年５月以降に植込型LVASを装着した39

例中、在宅管理となった症例における在宅管理に

ついて検討を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

在宅管理患者のうち 16 例 54 回の再入院を認め、

その理由は、ドライブライン感染が 45％と最も多

く、脳血管障害は 15％であった。 

 

Ｄ．考察 

LVAS 装着患者の在宅管理において、コアグチェッ

クによる抗凝固療法の調整を行なうことで、脳血

管障害による再入院例は少なくなっている。しか 

 

し、ドライブライン感染による再入院例が多く、

創部管理法の検討が必要である。 

 

Ｅ．結論 

植込型 LVAS 装着患者における在宅管理において

は、抗凝固療法の調整とともに創部管理が重要で

あった。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

Iwashima Y, Yanase M, Horio T, Seguchi O, Murata 

Y, Fujita T, Toda K, Kawano Y, Nakatani T: 

Impact of pump replacement on outcome in 

advanced heart failure patients with left 

ventricular assist system. Artificial Organs 

37(7):606-614, 2013 

中谷武嗣、秦 広樹、藤田知之、小林順二郎、村

田欣洋、瀬口 理、簗瀬正伸、堀 由美子、和田

恭一、植田初江、宮田茂樹、内藤博昭：心臓移植

および補助人工心臓の経験。胸部外科 66(1): 

63-67, 2013 

 

2．学会発表 

中谷武嗣、簗瀬正伸、藤田知之、秦 広樹、瀬口 



理、村田欣洋、佐藤琢真、角南春樹、堀 由美子、

西岡 宏、和田恭一、植田初江、宮田茂樹、小林

順二郎、内藤博昭：わが国における植込型補助人

工心臓導入後の心臓移植の現状と今後の展望。第
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研究要旨：本研究では、仮設住宅を含む被災地において活用できる心不全患者の Web 管理

システムを構築するため、昨年度に開発したプロトタイプ Web 管理システムの改善を行っ

た。心不全患者の服薬を適正に行うため、服薬チェック機能を拡張した。国立循環器病研

究センター病院・心不全内科の入院患者に対して、改善システムのフィージビリティを検

証するため、システム全体の整備を行った。今後、臨床および被災地での検証を進めてゆ

く予定である。 

 
 

Ａ．研究目的 

本研究では、仮設住宅を含む被災地において

活用できる心不全患者の Web 管理システムを構

築する。今年度は、平成 24 年度に開発したプロ

トタイプ Web 管理システムを改善するほか、心

不全患者の服薬を適正に行うため、服薬チェッ

ク機能を拡張する。あわせて、国立循環器病研

究センター（以下、NCVC）病院の心不全内科に

入院した患者に対し、改善システムのフィージ

ビリティを検証するため、システム全体の整備

を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

これまでに開発したプロトタイプ Web 管理シ

ステムは、患者自身がタブレット端末を用い、

バイタルサイン、食事、運動などの患者管理に

要するデータについて、Web 上で提供するアプ

リケーションを介して入力送信し、セキュリテ

ィを管理したサーバ内の患者情報管理データベ

ース（DB）で受信管理する仕組みとなっている。 



プロトタイプ Web 管理システムでは、服薬チ

ェック機能として、処方された薬剤の分類名

（ACE 阻害薬、アンジオテンシンⅡ受容体拮抗

薬、β遮断薬など）を設定可能とした。今回、

この機能を拡張するため、NCVC 病院が保有する

【薬剤検索名称マスタ】を活用し、患者に処方

された薬剤の検索・登録に対応した。薬剤の検

索・登録の方法は、NCVC 病院の処方オーダの流

れを参考とし、薬剤師のシステム操作に対する

思考過程を考慮しながら、入力インタフェース

（IF）を改善した。 

システムの改善作業と並行して、国立循環器

病研究センター内に、システム検証のためのサ

ーバを構築した。サーバ OS には、Microsoft 

Windows Server 2012 R2 を使用した。DB の構築

には、MicrosoftのDBシステムであるMicrosoft 

SQL Server 2012 を使用した。 

サーバの事前準備として、当センター全体の

ネットワークセキュリティを担保するネットワ

ーク階層化のレベル（表 1）を調査した。サー

バにインストールするソフトウェアのプログラ

ムは、この階層化の要件を満たすものとした。 

 

表 1．ネットワーク階層化のレベル 

第一階層 外部接続を行う階層。 

DB の配置は不可。個人情報、臨床研

究データの取り扱いは不可。 

第二階層 NCVC ネットワーク（イントラネッ

ト）の階層。外部からの無許可の接

続は不可。シンクライアント接続方

式でのみ、第三階層へのアクセスが

可能。 

第三階層 臨床研究データ用の階層。 

アクセスログの記録が必要。 

第四階層 病院情報システムの階層。 

 

 

Ｃ．研究結果 

原因疾患（虚血性心疾患、心筋症、高血圧、

不整脈など）の治療に関わる薬剤をはじめ、心

不全の患者に処方された薬剤が、医療従事者側

の入力 IF から検索・登録できるようにした。薬

剤は、前方 3 文字での一致検索で候補リストが

抽出され（図 1-①）、【薬剤検索名称マスタ】に

格納されている医薬品名と一般名の登録を可能

とした。また、薬剤の一回量や用法（朝昼夕、

頓服、食前、食後など）の設定も可能としてい

る（図 1-②）。 

 

 

図 1 医療従事者側の処方薬剤検索・登録画面 

 

患者自身が処方された服薬の有無をチェック

できるよう、医療従事者により検索・登録され

た薬剤が、患者側の入力 IF に反映されるプログ



ラムを作成した。処方された薬剤を飲んだ場合

は「○」のボタン、飲み忘れた場合は「×」の

ボタンを選択し、患者が簡便な操作で入力でき

るようにタブレット端末の入力 IF を実装した

（図 2）。 

 

図 2 患者側の服薬チェック画面 

 

改善システムのフィージビリティを検証する

ため、表 1 に示す当センターのネットワーク階

層化のレベルに従って、第一層に外部公開用

Web サーバを、第三層に臨床研究用 DB サーバを

設置した。検証の対象は、NCVC 病院の心不全内

科 に 入 院 し た 患 者 で 、 New York Heart 

Association 心機能分類のⅡ度またはⅢ度に分

類される 65 歳から 79 歳の方を設定した。 

実際の入院患者に対して改善システムを利用

した入力テストを実施するため、NCVC の倫理委

員会に研究計画書を申請の上、その承認を得た。

本システムは、2014 年 2 月末に整備を完了し、

同年 3 月より検証を開始する予定である。 

 

Ｄ．考察 

慢性心不全患者の適正な病態管理では、日常

の生活習慣を改善しながら心不全の重症化を防

ぎ、生活の質を向上させることが不可欠とされ

ている。 

本研究では、タブレット端末を用いて、病態

管理に必要となる情報を患者自身が入力するこ

とは、生活習慣改善の意識づけに繋がると考え

た。 

患者に負担をかけない入力 IF とあわせて、改

善したシステムの機能を提供することにより、

在宅にて患者自身の意識を高めながら、日々の

生活習慣情報の収集を容易にできると考えられ

る。また、本システムで拡張した服薬チェック

機能は、在宅患者の適正な服薬管理を支援する

ことが期待される。手書きメモや聞き取りによ

って服薬情報を電子カルテに入力している現場

では、本システムをベッドサイド端末として利

用することで、看護師による入院患者の服薬情

報の把握にも活用できると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、平成 24 年度に開発したプロトタ

イプ Web 管理システムを改善し、服薬チェック

機能を拡張した。NCVC のネットワーク階層化の

レベルに従って、外部公開用 Web サーバと臨床

研究用 DB サーバを構築した。NCVC 病院・心不

全内科の入院患者に対して、改善システムのフ

ィージビリティを検証するため、システム全体

の整備を行った。2014 年 3 月より、システムの

検証を開始する予定である。 
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 研究要旨  

 本研究は、保険薬局薬剤師が循環器病管理WEBシステムを利用して、患者の薬歴や副

作用情報等の管理と、在宅での適切な服薬指導等を行うことで、循環器疾患の二次三

次予防を行い、自宅で長く暮らし続けることができる地域モデル作りを目指すことを

目的とする。保険薬局薬剤師は地域医療向上のための有用なリソースであるが、その

活用は十分に行われていない。本研究では、被災地域をモデルとして、保険薬局薬剤

師を含めた「新しい在宅医療チーム」の姿について検討を行った。今年度宮城県薬剤

師会会員を対象に、フィジカルアセスメント研修並びに、最新の循環器疾患に関する

講習を実施し、研修前後にアンケート調査を実施した。また、研修受講後、在宅や窓

口等で成果を生かすことができた事例や業務上有益であった事例の収集を行った。 

  今年度3回実施した研修会の参加者は合計88名であった。受講者の最も多い年齢層は

30～39歳で、薬剤師経験が5～14年の中堅薬剤師であった。フィジカルアセスメント研

修を初めて受講する参加者は82％であった。研修受講前のアンケートに記載された研

修への期待については、今後の在宅に生かせるような研修にしたいとする意見が多く

見られた。フィジカルアセスメントの導入講義、心不全の病態と薬物療法に関する講

義は、共に受講者から高い評価を得た。研修後、フィジカルアセスメントを実施した

いと思うかと聞いたところ、93％が実施したいと回答した。研修前後の体温、脈拍、

呼吸、酸素、むくみ、瞳孔、血圧、意識、腹部の修得度について自己評価点を比較し

たところ、すべての項目において、統計学的に有意な上昇を見た。また、研修会終了

後に研修の成果について事例を収集したところ、フィジカルアセスメント研修の成果

を生かした事例が確認できた。 

 以上の様に受講者より高い評価を得たことから、今回の研修は、薬剤師を対象とし

たフィジカルアセスメント研修モデルとなると考えられた。また、研修受講者のほと

んどが、今後の在宅への取り組みの際に、フィジカルアセスメントを実施したいと答

えていたことから、在宅業務への動機付けにも影響を及ぼしたものと考えられた。 

 今後、心不全を有する循環器疾患患者が、保険薬局を健康支援拠点として活用でき

るよう、継続的な研修の支援に加え、医療情報通信技術(MICT)を用いたインフラと、

早期受診勧告が可能な薬局におけるチェック機能の整備等の提供を行う必要があると

思われた。医師等との連携を図りながら、副作用の早期発見・早期受診勧告を行うな

ど、心不全を有する循環器疾患患者が、自宅で日常生活を保ちながら、長く暮らし続

けることができる地域モデル作りを目指すことが可能と考えられた。 

 



A．研究目的 

 本研究は、保険薬局薬剤師が循環器病管

理 WEB システムを利用して、患者の薬歴や

副作用情報等の管理と、在宅での適切な服

薬指導を行うことで、循環器疾患の二次、

三次予防を行い、患者の QOL 向上を目指す

ことを目的とする。 

 保険薬局薬剤師は地域医療向上のための

有用なリソースであるが、現在、国内にお

いて、循環器疾患を抱える在宅患者に対す

る活用は十分に行われていない。本研究で

は、東日本大震災で被災した特定の地域を

モデルとして、保険薬局薬剤師を含めた「新

しい在宅医療チーム」の姿について検討を

行う。具体的には、保険薬局薬剤師に対し、

そのために必要な最新の循環器疾患に関連

する講習を実施し、訪問服薬指導の際に応

用できる基礎的なフィジカルアセスメント

研修を行うことで、薬剤師が医師との連携

を図りながら、副作用の早期発見や早期受

診勧告を行うなど、循環器疾患を抱える患

者が、日常生活を保ちながら、自宅で長く

暮らし続けることができる地域モデル作り

を目指す。  

 

B．研究方法 

 宮城県薬剤師会に所属する保険薬局薬剤

師を対象に、フィジカルアセスメント研修、

並びに、最新の循環器疾患に関連する講習

を実施し、研修前後にアンケート調査を実

施した。また、研修受講後、在宅や窓口等

で成果を生かすことができた事例や業務上

有益であった事例の収集を行った。 

１．研修実施前の準備について 

 研修会を実施するにあたり、宮城県医師

会嘉数研二会長宛に、宮城県薬剤師会佐々

木孝雄会長、国立循環器病研究センター桒

原健薬剤部長の連名で、研究班にて、被災

地における保険薬局薬剤師の在宅支援モデ

ルの検討を実施する旨と、今年度の研究概

要に関する文書を郵送し、医師会の協力・

理解を得ることができるよう依頼した。本

研修会を実施するにあたり、ご助言・ご高

配を賜った、東北大学大学院医学系研究科

循環器内科学教授（東北大学医師会長）の

下川宏明先生と、東北大学病院薬剤部長眞

野成康先生に深謝申し上げる。 

２．研修プログラムの検討 

 研修会開催について検討を行った。場所

は宮城県薬剤師会館の会議室を研修会場と

して利用することとされた。会場の収容人

数、講師・ファシリテータの配置可能人数、

指導可能研修生の数を検討した結果、1 グ

ループ 6 名、5 グループでの研修を実施す

ることとし、1 回の研修会の定員を 30 名と

し、3 回の研修会を実施することとした。

第一回目は平成 25 年 9 月 15 日（日）、第

二回目は平成 25 年 10 月 13 日（日）、第三

回目は平成 25 年 12 月 15 日（日）に実施し

た。 

 検討の中で、薬剤師にどのようなフィジ

カルアセスメントが必要であり、なぜフィ

ジカルアセスメントを実施する必要がある

かについて、導入講義が必要であるとする

結論を得たことから、薬剤師であり医師で

もある福島医大乳腺外科の渡邉久美子助教

に講義を依頼した。また、座学講義中に研

修で使用する機器等の操作指導が必要であ

るため、ファシリテータを配置した。フィ

ジカルアセスメントのグループ研修は、1

グループ 6 名にファシリテータ 1 名を配置

して実施した。また、フィジカルアセスメ

ントシミュレータを利用した指導にはファ

シリテータ 1 名を配置し、腹部のフィジカ

ルアセスメント指導には医師 1 名をファシ

リテータとして配置した。ファシリテータ

として国立病院機構仙台医療センター薬剤

科からスタッフ 4 名の支援を受けることが

できた。宮城県薬剤師会の希望で、「心不

全の病態と薬物療法」に関する講義依頼が



あり、国立循環器病研究センターから講師

を派遣し、薬剤師向けに、副作用早期発見

のための問診技術を含めた講義を実施し

た。 

３．研修テキストの作成 

 研修用テキストには、「薬剤師のための

バイタルサイン：狭間研至（著）」を使用

した。なお、今回の使用したテキストには、

「瞳孔」「腹部」「血糖値評価」の項目が

なかったため、研修会開催にあたり、独自

に資料を作成した。 

教科書に項目がなかった「瞳孔」「腹部」
「血糖値評価」については、独自に資料を作成

４．研修生の募集 

 宮城県薬剤師会会員に対し、募集を郵送

すると共にホームページ上で研修生の募集

を行った。現在、在宅支援を実施している

薬剤師、並びに、沿岸部の薬局に勤務する

薬剤師を優先して研修会の参加登録を行っ

た。 

５．研修会の準備 

 準備会を平成 25 年 9 月 1 日（日）に実施

し、研修会に必要な物品、テキストの必要

数、役割分担等について検討を行った。ま

た、この準備会以外に数回、宮城県薬剤師

会の委員会で会議を開催し研修会の準備等

を行っていただいた。 

６．研修会の実施 

  第一回目を平成 25 年 9 月 15 日（日）、

第二回目を平成 25 年 10 月 13 日（日）、第

三回目を平成 25 年 12 月 15 日（日）にそれ

ぞれ実施した。研修会のスケジュールは以

下のとおり。 

8：30～9：00 集合・準備 

9：00～9：30 打ち合わせ 

9：30～10：00 受付 

10：00～10：20 開会挨拶、事前アンケー

ト記入 

10：20～12：00 フィジカルアセスメント

導入講義 

講師：福島県立医科大学医師 

・機器等の操作指導：ファシリテータを配

置 

12：00～13：00 昼休 

13：00～15：00 フィジカルアセスメント

研修 

・1 グループ 6 名にファシリテータ 1 名を

配置（5 グループ） 

・聴診器は研修生全員に、パルスオキシメ

ータ、血糖測定器、水銀レス血圧計、電子

体温計、ペンライトは研修生二人に一個を

用意。 

・フィジカルアセスメントシミュレータを

用意し、指導には 1 名のファシリテータを

配置。 

・腹部指導に 1 名（医師）のファシリテー

タを配置。 

15：00～15：10 休憩 

15：10～16：10 「心不全の病態と薬物療

法－副作用早期発見のための問診技術を含

めて－」 

講師：国立循環器病研究センター医師 

16：10～16：30 終了挨拶（アンケート記

入） 

７．事例収集について 

 研修後、在宅や窓口等で成果を生かすこ

とができた事例や、仕事の上で役に立った

と思われる事例を収集するため、研修会受

講日に事例収集に同意した 27 名の研修生

に対し、平成 26 年 1 月末にメールを配信し

調査を行った。 

 



（倫理面への配慮） 

 研修会で実施したアンケート用紙調査で

は、個人を特定する情報を排除して情報を

収集した。また、収集した調査データの取

り扱いについては、研究分担者の所属する

機関の研究における倫理規程に照らして適

切に対処した。 

 

C．研究結果 

１．アンケート結果 

 アンケート調査は研修会当日に実施し

た。研修開始前に以下の 1）～2）、及び、

フィジカルアセスメント研修受講前の修得

度自己評価得点について「できない」を 0

点、「できる」を 10 点として 1 点刻みで調

査を行った。3）～6）の項目については、

研修会終了後に調査を実施した。 

１）参加者の背景等について 

  今年度 3 回実施した研修会の参加者は合

計 88 名であった。内訳は男性 41 名、女性

47 名。年齢別では、20-29 歳 17 名、30-39

歳 41 名、40-49 歳 13 名、50-59 歳 12 名、

60-69 歳 4 名、70 歳以上 1 名であった。現

在の職種における経験年数別に見ると、1

年未満 3 名、1-2 年 4 名、3-4 年 9 名、5-9

年 24 名、10-14 年 19 名、15-19 年 13 名、

20-29 年 7 名、30 年以上 8 名であった（図

1）。 

 

在宅患者への服薬指導経験の年数を聞い

たところ、1 年未満 43 名、1-2 年 19 名、3-4

年 12 名、5-9 年 6 名、10-14 年 2 名、15-19

年 2 名、20-29 年 1 名、30 年以上 1 名であ

った。在宅患者への服薬指導経験について

通算症例数を聞いたところ、なし 35 名、

1-10 例 23 名、11-30 例 14 名、31-50 例 7

名、51-100 例 2 名、101 例以上 7 名であっ

た。現在の勤務地について聞いたところ、

沿岸部 17 名、内陸部 70 名であった（図 2）。 

 

過去のフィジカルアセスメント研修の受

講歴を聞いたところ、なし 72 名、1 回 12

名、2 回 4 名であった。これまでの業務経

験の中で、フィジカルアセスメントの必要

性を感じたことがあるか聞いたところ、は

い 50 名、いいえ 36 名であった（図 3）。 

 

必要性を感じた具体例について聞いたと

ころ以下の回答を得た。主な内容をについ

て紹介する。 

・在宅訪問時の副作用チェック、患者さん



からの症状の訴えがあったとき。 

・薬局で在宅を開始するにあたって、他の

職種の方とスムーズにコミュニケーション

をとるのに必要だと思いました。 

・在宅訪問の際、むくみなどの訴えがあっ

たが、話を聞くことしかできなかったとき。 

・むくみのある患者さんからの訴えがあり

ましたが、そのむくみがどの程度のものか

判断がつかず、医師への報告にどのような

表現をしたらよいか困った。 

・βブロッカーの副作用として脈の話を患

者さんがした時に、言葉だけでは不安そう

にしていたとき。 

・患者さんから血圧測定等、具体的な事柄

について質問があったとき。 

・薬局に検査結果を持参し、いろいろ聞か

れることが多くなり、フィジカルアセスメ

ントの必要性を痛感しています。 

・病状と薬、副作用をしっかり見極めて、

それを医師に伝えるとき。 

・降圧剤服用の必要性がないと言っている

方に、訪問の都度、血圧測定をする中で、

服薬状況の改善が見られたことがある。 

・副作用を確認する際。 

・お腹の動きを確認できたら業務がしやす

いと感じることがあります。 

・患者さんの症状を伺う際や、副作用の発

現が疑われるがどういったことをすれば良

いのか、また、その行為を行って良いのか、

悩んだことがある。 

・店舗での服薬指導の際、各検査値や体の

症状を聞いたときに、より的確な指導が出

来たのではないかというとき。 

・スタッフ間でのコミュニケーションをと

る時に（共通の話題が患者中心であるた

め）。 

・緊急時における患者さんへの緊急性のア

ドバイスと医師・看護師へ連絡といった対

応ができること。 

・体調急変で、緊急に患者さんの情報を求

められたとき。 

・薬剤、用量に対する疑問を感じたとき 

・チーム回診時。 

・医師と相談する際。 

・医師への報告書記載時。 

・皮疹等、身体所見をみてもよくわからな

い時。 

 

２）研修に対する期待について 

研修会前のアンケートに記載された研修

への期待については、今後の在宅に生かせ

るような研修にしたいとする意見が多く見

られた。主な内容を以下に紹介する。 

・在宅が未知な自分にとって、フィジカル

アセスメントすることで、医師・患者へ提

案できるように少しでも力をつけたい。 

・今後の在宅に生かせるような研修にした

い。特に腹部。 

・薬剤師がフィジカルアセスメントのスキ

ルを身につける必要性を理解する。 

・フィジカルアセスメントより早期に副作

用の発現を発見できる知識と手技を身につ

けたい。 

・在宅には行っているがバイタルサインを

実践する機会がないため機材の使い方を覚

えて帰りたい。 

・バイタルサインの意図することを理解で

きるようになりたい。知識を用いて患者教

育が出来ればと思います。 

・瞳孔の反応は特に患者さんと話をすると

きなど、参考にしたい。患者さんがどうい

う状態で薬が処方されているか、今より、

もっと医師の考えがわかり、処方内容を説

明できればと思う。 

・近い将来、在宅に出たいと考えています。

その時、その時に応じて、適切な対処が出

来るよう、まずは、基本をしっかり身につ

けたいです。 

・フィジカルアセスメントができることで、

他職種の方ともうまくコミュニケーション



できたらいいと思います。 

・今後、在宅医療が必要不可欠になってい

く中で、薬剤師として薬の効果や副作用を

評価するためにスキルアップになると期待

しております。 

・グルテストセンサー等の血糖測定を取り

扱う薬局に以前勤務していたが、実際に行

ってみたことがなく、具体的にどのような

操作間違いを行いやすいか等が見えない。

今日の研修を通して実体験してみたい。 

・バイタルチェックのポイントを理解し、

手技を身につけ、現場でフィジカルアセス

メントできるようにしたい。参加できなか

った職員にも伝達し、在宅医療での薬剤師

の役割について、改めて共有し、その経験

を患者等へフィードバックしたい。 

・仮設住宅の訪問時、適切なアドバイスが

できるようにしたい。 

 

３）フィジカルアセスメントの導入講義に

ついて 

フィジカルアセスメントの導入講義の内

容については、非常に参考になった 64 名、

参考になった 23 名であった（図 4）。 

 薬剤師がフィジカルアセスメントをする

意義が明確になったとする意見が多く見ら

れた。主な感想を以下に紹介する。 

・薬剤師ができうるバイタルサインのチェ

ック、アセスメントについて参考になりま

した 

・アセスメントをするときに知識の引き出

しがこれから学ぶ点だと考えている 

・親しみやすい先生のお話がすばらしい。

バイタルサインの有用性を再確認した。 

・書面のみでなく実際の機械や道具を使っ

て自分で見る・聞く・さわることで、実際

の現場への活用がイメージしやすかった。 

・なぜフィジカルアセスメントをするのか、

どんなふうにおこなうのか、実技も交えて

とてもよくわかった。 

・実際に触れてみないことには分からない

し、それを継続しないことには体得につな

がらないと思いました。 

・このような形できちんとバイタルサイン

について学んだことがなかったので、すご

くためになりました。より興味を持ったの

で、自分なりにもう少し勉強したい。 

・参考資料（テキスト）の使いこなし方参

考になりました。医療介護の共通用語（バ

イタルサイン）を使って、患者状況の改善

のために頑張ろうと思いました。 

・薬剤師の立場から講義とても分かりやす

く、モチベーションが上がりました。 

・大学の講義以来 3 年ぶりのバイタルチェ

ックなどの実務でしたが、やはり実際に器

具を使用するものは経験が大切だと思いま

した。 

・店舗での投薬時にも使える役立つ講義で

した。患者さんの訴えにより親身になって

受け答えできそうです。 

・バイタルサインとフィジカルアセスメン

トについて意味の違いが分かりました。バ

イタルサインの細かい見方について知るこ

とが出来て良かったです。 

・用具がない場合、測定できないと言うこ

とではなく推測することも出来ると言うこ

とも知りためになりました。 

・薬剤師が学んでこなかったが、非常に重

要な内容について知ることが出来て、服薬

指導等の質の向上につながるものでした。 



・わかりやすく薬剤師が行うメリットとそ

の目的がはっきりして参考になった。 

・今回の血圧計による血圧測定の仕方、腹

部聴音、瞳孔観察の仕方が参考になった。 

・患者さんへの声がけしながらバイタルチ

ェックできそうです。 

・機材を実際に使用しての実習の前に講義

を聞くとこで、一つ一つの計測の意味・理

由を考えながら行うことができました。 

・実際に血糖測定、血圧測定を体験できた

ので、特に、血糖測定のメディセーフ販売

時に説明にも活用できると思った。 

・トラブルを生まないための対応など参考

になりました。 

・バイタルサインの必要性はお薬を投薬後、

副作用発見のツールとして必要であること

がわかる講義でした。 

・薬剤師が導入するには、服薬指導の一環

であるということをしっかり理解し、役立

てていかなければと思った。 

・バイタルサインを一つの手技として、薬

の有効性・安全性を評価することを明日よ

り実施したい期待と感じた。 

 

４）座学「心不全の病態と薬物療法－副作

用早期発見のための問診技術を含めて－」

について 

座学講習の「心不全の病態と薬物療法」

の内容については、非常に参考になった 39

名、参考になった 42 名、どちらとも言えな

い 3 名であった（図 5）。 

 

心不全の病態や薬物療法に対する理解が

深まったとする意見が多く見られた。主な

感想を以下に紹介する。 

・在宅患者様に心不全の方がいらっしゃる

ので、とても参考になりました。古くて新

しい疾患があるため、しっかり復習したい。 

・どんなとき、どんな薬を選ぶかよくわか

った。 

・心不全の治療薬について説明があり、参

考になりました。 

・知らないことを、再確認することもあり、

すごく勉強になりました。実践できること

はしていきたいと思いました。 

いまいちど勉強します。 

・大学で習ったことを思い出し復習になっ

たと同時に、最近のトピックスを聞けてよ

かったと思います 

・身体所見から医療者への情報提供すべき

ポイントが理解できました。ありがとうご

ざいます。 

・参考になった。今後も病態のことは詳し

く学んで行こうと思った。 

・臨床所見や治療指針等が学べてよかった。 

・動画もあり病態の勉強になりました。薬

についても副作用も含め分かりやすく、今

後に役立てたいと思います。 

・心不全についても以前から勉強していた

ので、割とすんなり聞くことが出来た。抗

血小板薬使用の意義が以前から疑問だった

ので解消できて良かった。 

・薬局において患者にどういったアセスメ

ントをすれば良いのか参考になった。 

・今後、服薬指導を行う際、気をつけなけ

ればならない症状など、とても参考になっ

た。 

・基礎のところからお話しいただき、非常

に分かりやすい講義で勉強になりました。 

・各病態の違いと薬で気をつけるべきポイ

ントについて知ることが出来て良かったで

す。 



・病態と薬物療法について結びつかなかっ

た点が結びついたようで非常に勉強になり

ました。薬物治療上の注意点や、薬剤師か

らの提言の必要性を理解することが出来ま

した。 

・窓口で問診するポイントを教えていただ

き、すぐ生かせると思った。 

・とても良く理解できた。日常の服薬指導

にすごく役立つと思います。 

・投薬時に浮腫など起きていることを聞く

ことがあるため、心不全の可能性なども伝

えていこうと思った。 

・今後、服薬指導を行う際、気をつけなけ

ればならない症状など、とても参考になっ

た。調剤薬局に来られた患者さんから聞き

取るべき内容のヒントがいただけたので、

今後に生かしていきたい。 

・痛み止めが心臓に影響する危険性につい

て再度認識することができました。 

・医師への報告をどのようにしていけば良

いかわかり、参考になりました。 

 

５）今後の実施について 

今後、フィジカルアセスメントを実施し

たいと思うかと聞いたところ、はい 80 名、

いいえ 6 名であった（図 6）。 

 

どのような時にフィジカルアセスメント

を実施できるか聞いたところ、今後の在宅

訪問時や、薬局窓口での相談時に実施した

いとの意見が多く見られた。主な感想を以

下に紹介する。 

・患者さん宅への訪問時、薬局で副作用を

発見した際の参考にしたい。 

・薬局窓口での患者さんの体調チェックに。 

・在宅訪問で薬を持って行くとき等、患者

さんの変化を見させてもらうことができた

らいいと思う。 

・在宅訪問の際、患者さんや家族との会話

から、気になる点があるときに実施できる

と思いました。 

・現在在宅業務はしていませんが、薬局で

患者さんとの対応の中で、副作用の発見、

体調管理、アドバイス等できればいいと思

います。 

・むくみについては、薬局でも患者さんの

観察につかっていきたい。 

・麻薬投薬時、瞳孔の確認。患者の体調不

良時のアドバイスをより行えると思う。 

・外来化学療法等で通院中の患者さんの腹

部症状（便秘など）の訴えがあったとき。

オピオイド使用の過量投与かどうかの確

認。 

・在宅業務等において、患者さんの訴えに

対して副作用の可能性を判断する際や、薬

効を評価する場面で実施できる。 

・副作用確認、薬剤の効果確認、在宅医療

チームの一員として。 

・本格的にはできなくても、むくみや脈な

ど服薬指導中にさらりと実施できればと思

いました。あとはやはり在宅の際には色々

と実施できるのではないかと思います。 

・在宅患者さんの薬物療法について、医師

と話すためのきっかけになると思います。 

・在宅（個人や施設）では必要なケースが

あると思います。施設で職員さんに医療職

（看護師さん等）がいない場合には求めら

れるケースがあります。外来であっても、

副作用の発見に役立てたいと思います。 

・災害時。 

 



 フィジカルアセスメント研修受講後に、

再度、修得度自己評価得点について調査を

行った。評価点は研修受講前と同様「でき

ない」を 0 点、「できる」を 10 点として 1

点刻みで調査を行った。 

研修前後の体温、脈拍、呼吸、酸素、む

くみ、瞳孔、血圧、意識、腹部の修得度に

ついて自己評価得点を比較したところ、す

べての項目において、統計学的に有意な上

昇を見た。意識、腹部については他の項目

に比較して上昇率が低かった（図 7）。 

 

６）研修後の感想について 

アンケートの最後に、今回の研修の感想

等を聞いたところ、大変勉強になる内容で、

今後の業務に一つでも多く生かしたい、ま

た、在宅への取り組みを今後積極的に行い

たいとする意見が多く見られた。主な感想

を以下に紹介する。 

・必要性は以前から感じていました。大変

参考になりました。 

・皮膚の色、腹部の聴診など詳しく学習で

きた。触診などできる範囲で今後も取り入

れていきたい。 

・実際に触れることができて、自分で血圧

計とか購入して練習すれば、いざというと

き実行できる自信となりました。 

・今までは患者さんの体には触れる機会の

少なかった薬剤師が、積極的にフィジカル

アセスメントを実施していき、チーム医療

の一員として活躍したい。 

・フィジカルアセスメントを行うためのツ

ールに実際に触れ、その手技を勉強でき、

非常に有意義な時間となりました。 

・各バイタルサイン採取の内容と、薬剤の

副作用との関連についてなど事例を含めて

もっと深く学んでみたいと思った。 

勉強になりました。初めて聞くことも多く、

また、自分でも勉強していこうと思いまし

た。 

・是非、多くの薬剤師にも浸透することを

願っています。 

・今回習ったことをぜひ在宅でも生かせれ

ばと思っています。腸音がよくわからなか

ったためもう少し時間を割いていただける

とよかったです。 

・実施意欲はあるが今のところ実施すると

ころがない。とても実りのある研修会でし

た。準備いただいたスタッフの皆様、あり

がとうございました。 

・薬の効果と副作用を薬剤師として判断す

ることが出来る材料として、今回のフィジ

カルアセスメント研修会はとても有意義で

あった。今後の業務に役立てたいと思う。 

・腹部聴診と聴診させてもらうまでの患者

様とのコミュニケーションの取り方がとて

も参考になりました。聴診器を自分用に用

意してトレーニングしたいと思いました。 

・とても意義のある会だと思いました。実

際に活用しやすい環境になってくると良い

と思います。 

・以前からフィジカルアセスメントに関し

ては興味があったので非常に勉強になっ

た。医師や訪問看護師との情報ツールとし

て活用させていただきたいと思う。 

・心不全の症例で過去に自分が経験した例

も同様のものがあって、ためになった。 

・これまでは検査値等の暗記にとどまって

いたが、今後はどのような場面でバイタル

サインが役に立つか理解することが出来た

ので、実践していけるよう手技をもう少し



復習したい。 

・知っていたつもりでも、手や体を動かし

てみないと分からないことが多いことを改

めて感じました。 

・わかりやすく丁寧に講義して頂きありが

とうございました。今後、在宅などで薬剤

師としての職能を発揮できるように精進し

ていきたいと思います。 

・薬剤師による「より高い質の医療の提供」

を実現する上で、フィジカルアセスメント

は必要と感じた。今回は基本的なものであ

ったと思うが、今後、上級者向けのような

ものがあれば参加したい。 

・思っていたものよりとても充実した研修

会で楽しかったです。皆様のご苦労があっ

てのことと思います。ありがとうございま

した。 

・血圧の測定が慣れるまで難しく感じまし

た。現場では自動血圧測定機器を使用する

のがほとんどだと思いますので、今回使用

した測定器とどのくらい測定値に差が出る

のか興味を持ちました。血圧測定のみなら

ず腸音の聴診も慣れるまで繰り返し実践す

ることが必要かと思いますので、今日のこ

とを忘れず復習していきたいと思います。

今後の業務に活用していきたいと思いま

す。 

・最初はフィジカルアセスメント、バイタ

ルサインについて全く知識はありませんで

したが、一日を通して、丁寧に講義・実習

をして頂いたことで、理解が深まりました。

今後は定期的に講習会に参加し、家庭でも

少しずつ実践していき、いざというときに

対応できるよう頑張りたいと思いました。 

・直接、医師から現場で使える情報など教

えて頂いた。とてもためになった。今後、

外来、在宅でも今回の知識を生かし、患者

さんのためになる服薬指導につなげたいと

思います。本当に貴重な時間をありがとう

ございました。 

・ファシリテータの先生たちに助けられ、

意義を考えながら研修でき、質問にもすぐ

答えて頂けたので、より実践的な知識が得

られたと思います。ぜひアドバンス研修に

も参加したいです。 

・実施にはまだまだ経験不足を感じました。

できれば何度も測定の練習をしていきたい

と思いました。また、数値の変化があった

時に、それが何を意味するのか（緊急度等）

どういう事が考えられるのか、知識も必要

だと感じました。 

・まだスキルは足りないが、今後、現場で

活用できるようにしたい。医師が実際にど

のような目的でバイタルサインを確認して

いたのかがわかったので、とても参考にな

った。今後も研修を続けてほしいと思う。 

・バイタルサインはあくまでフィジカルア

セスメントの手段であることを踏まえ、患

者さんに理解を得ながら今後の薬剤師職能

向上の一つとして生かしていきたい。 

 

２．研修受講後の成果について 

  研修受講後、在宅や窓口等で成果を生か

すことができた事例や業務上有益であった

事例の収集を行った。研修会受講日に事例

収集に同意した 27 名の研修生に対し研修

受講後 1～3ヶ月後にあたる 1月下旬に調査

を行ったところ、5 名から回答を得た。以

下に内容を記載する。 

・「心不全の病態と薬物療法」で講義され

たβブロッカーによる咳嗽と考えられる相

談を受けた。医師に相談したところ処方変

更となり、副作用は消失した。 

・研修受講後、高カロリー輸液の水分の増

量に対し、むくみをチェックするようにな

った。 

・酸素飽和度や血糖測定について、数字の

意味、チェック方法を患者に説明したこと

で、治療に対する患者の前向きな姿勢が見

られた。 



・便秘傾向の患者には、お腹の張りなどを

聞くようになった。また、胃腸炎が流行し

ていることもあり、研修で学んだ腸の動き

などを患者や家族に伝えている。 

・研修後、看護師を介して患者のバイタル

を積極的に聞くようになり、看護師との信

頼関係が強化できた。 

         

D．考察 

 今回の研修において、薬剤師にはどのよ

うなフィジカルアセスメントが必要であ

り、なぜフィジカルアセスメントを実施す

る必要があるかについて、導入講義を実施

したところ、導入講義の評価は高く、その

必要性を確認することができたとする多く

の意見があった。「心不全の病態と薬物療

法」に関する講義については、病態や薬物

療法に対する理解が深まったとする意見が

多く見られ、その評価は高かった。研修受

講者のほとんどが、今後の在宅への取り組

みの際に、フィジカルアセスメントを実施

したいと答えていたことから、在宅業務へ

の動機付けに影響を及ぼしたものと考えら

れた。フィジカルアセスメントについては、

研修後の修得度が有意に上昇したことか

ら、受講した薬剤師のアセスメント能力を

高めることができたと思われた。在宅訪問

時や薬局窓口で、フィジカルアセスメント

研修の成果を生かした事例を確認できた。

以上の様に受講者より高い評価を得たこと

から、今回の研修は、薬剤師を対象とした

フィジカルアセスメント研修モデルとなる

と考えられた。 

 昨年度の研究において本研究班では、従

来型の医師・看護師が主体である在宅医療

をさらに発展させ、保険薬局薬剤師を含め

ることにより、受診中断のみならず、薬物

治療中断にも対応できる「新しい在宅医療

チーム」を提唱するにいたった。在宅医療

の際に使用する医療情報通信にかかわるア

クセス技術の検討、医療情報通信にかかわ

るネットワーク環境の整備、医療情報通信

技術(MICT)を用いたアプリケーション等の

インフラの整備は重要である。被災地にお

いては、より一層の在宅支援の充実が求め

られる。本研究班では、全国に先駆けて、

保険薬局薬剤師に対する効果的な研修モデ

ルを提案することができた。研修を実施す

ることで、フィジカルアセスメント能力を

高めることができ、在宅業務への動機付け

にも影響を及ぼしたものと考えられた。ま

た、在宅訪問時や薬局窓口で、フィジカル

アセスメント研修の成果を生かした事例を

確認できたことから、薬剤師を活用した地

域医療モデルとして活用できると考えられ

た。 

 今後、心不全を有する循環器疾患患者が、

自宅で日常生活を保ちながら長く暮らし続

けるため、保険薬局を健康支援拠点として

活用できるよう、継続的な研修の支援に加

え、医療情報通信技術(MICT)を用いたイン

フラと早期受診勧告が可能なチェック機能

の整備等の提供を行う必要があると思われ

た。 

 

E．結論 

 東日本大震災で被災した宮城県をモデル

地域として、保険薬局薬剤師に対し、循環

器疾患の薬物療法の服薬指導に必要な講習

を実施し、在宅訪問服薬指導の際に副作用

の早期発見につながる患者情報の収集方法

に関するフィジカルアセスメント等を取り

入れた研修の支援を行うことで、医師等と

の連携を図りながら、副作用の早期発見・

早期受診勧告を行うなど、心不全を有する

循環器疾患患者が、自宅で日常生活を保ち

ながら、長く暮らし続けることができる地

域モデル作りを目指すことが可能と考えら

れた。 

 



F．健康危険情報 

 該当なし 

 

G．研究発表 

 該当なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

 該当なし 
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的なご支援・ご協力をいただきました、宮

城県薬剤師会の先生方と、研修開催にあた

りご尽力いただき、また、ファシリテータ

としてもご協力いただきました、国立病院

機構仙台医療センター薬剤科の先生方に深
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

被災地における心不全患者の在宅医療に関する研究 

分担研究課題：生活習慣病／生活不活発病への介入 

 

研究分担者：河野 雄平 国立循環器病研究センター生活習慣病部門長 

 

研究要旨：震災被災地における心不全などの循環器病の予防と管理のため，生活習慣病/生活

不活発病に対して、減塩を主とする食事および運動について介入方法を開発し，応用すること

を目的とした。本年度は、昨年度に開発した減塩食事普及プログラムおよび運動推進プログラ

ムを岩手県野田村および久慈地区において応用し、調査、支援活動を行った。また、血圧など

の情報をテレモニタリングにより評価、フィードバックするプログラムを開発、応用した。具

体的には以下の成果を得た。①野田村の特定健診受診者について、健診結果の分析と尿検査や

アンケートによる食塩摂取量推定を含む生活習慣の調査を行い、その結果に基づいた指導を行

った。②野田村および久慈市において医師らによる公開講座を開催し、減塩やメタボリックシ

ンドローム対策の重要性を啓発した。また、健康運動指導士による運動指導を継続し，その効

果を検証した。③野田村においてIT技術を活用した情報の提供とフィードバックについて、地

域の情報通信システムを活用して応用した。また、血圧や脈拍のテレモニタリングを開始した。

④久慈市および洋野町の栄養士、保健師、食生活改善推進員に国立循環器病研究センターでの

研修を行い、現地での食塩制限を含む生活習慣への指導を支援した。 

 

A. 研究目的 

 震災後は血圧が上昇し、心筋梗塞や脳卒中

などの循環器病が多発することが知られてい

る。2011 年の東日本大震災の後も、被災地で

は心不全などの循環器病が増加している。ま

た、東北地方は以前より食塩摂取量が多く、

高血圧や脳卒中が多い。震災は急性に循環器

病を増加させるとともに、望ましくない食生

活や身体的不活発、精神的ストレスなどによ

り、慢性的にも循環器病のリスクを高めると

考えられる。したがって、震災被災地におい

ては、循環器病の予防のために、生活習慣に

ついての適切な評価と介入が重要であろう。

本研究は、被災地における心不全などの循環

器病の予防と管理のため、生活習慣病/生活不

活発病に対して、減塩を主とする食事および

運動について具体的な介入方法を開発し，応

用することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

 本研究は、震災被災地である岩手県の野田

村および久慈地区を対象地域とした。研究の

計画と実施においては、医師や看護師など医

療従事者の人的資源が乏しいことから、以下

の点を考慮して行った。①保健所を中心とし

た地方の行政組織によって自律的に実施でき

ること、②保健師、栄養士、調理師、健康運

動指導士など、食育関係者により展開できる

こと、③住民のボランティア活動により活動

が拡大できること、④IT 技術を有効に活用し

広く情報共有が可能であること、である。本

研究の遂行にあたっては、特定健診や特定保

健指導などの保健師や栄養士の通常業務を工

夫し、より効果的な事業とするための支援を

行うことに留意した。また、地域住民による

自発的な活動を活性化し、自治体と住民によ



る連携活動を深めることにより、広がりのあ

る継続的な活動を形成することに留意した。 

 本年度は昨年度の成果を受け継ぎ、以下の

検討を行った。 

1) 減塩食普及プログラムの応用と評価 

① 地域住民の啓発（家庭で調理される減

塩食普及および食塩摂取量の評価） 

② 地方自治体の食育関係者の啓発（医療

機関や介護施設での減塩食普及） 

 減塩指導には、国循が開発した「美味しい! 

かるしおレシピ」の内容を活用する。 

2) 運動推進プログラムの応用と評価 

 被災者アンケートでの一番の問題は運動不

足であり、主体的行動による継続的な運動実

践が重要と考えられる。内発的動機づけを目

標に置く運動推進プログラムにより、健康運

動指導士による運動指導を行う。 

3) IT 技術を活用した啓発プログラムの開発

と応用 

 野田村全世帯に設置されているネットワー

ク「のんちゃんネット」を用いて、減塩を主

とする食事および運動について、住民の各家

庭に直接配信する教育用コンテンツを配信す

る。また、オムロン社のシステムによる血圧、

脈拍のテレモニタリングを実施する。 

（倫理面への配慮） 

 個人情報はすべて匿名化して取り扱う。本

研究の一部である震災被災地における食塩摂

取量の評価については、研究計画を国立循環

器病研究センター倫理委員会に申請し、承認

を得た。 

 

C. 研究結果 

1) 減塩食普及プログラムの応用と評価 

a) 地域住民への啓発 

 野田村において住民を対象とした高血圧予

防教室を開催した。半年間に４回の教室が開

催され、保健師、栄養士、理学療法士、精神

保健福祉士、健康運動指導士、医師など多彩

な専門職がそれぞれの専門性を活かした講演

を行った。 

 また、久慈保健所、食生活改善推進員団体

連絡協議会久慈支部との連携により、地元の

食材を活用し手軽に作れる減塩食レシピの開

発と、仮設住宅住民に対する減塩食の提供が

精力的に実施された。連携による減塩食普及

の優れたモデルを構築することができた。 

b) 地方自治体の食育関係者への啓発・支援 

 野田村における特定健診結果（統計資料）

について提供を受け、課題の検討と自治体の

食育関係者の啓発活動を行った。 

 また、久慈市および洋野町の栄養士、保健

師、食生活改善推進員の活動支援（減塩食レ

シピ研修）を、国立循環器病研究センターに

おいて行った。 

c) 食塩摂取量の評価 

 野田村において特定健診の受診者約 300 名

を対象として、塩分チェック表を用いた食事

調査、および尿検査による摂取食塩量推定を

実施し、自分自身の状況認識を促した。全対

象者の平均食塩排泄量は、9.9±2.3 g/日であ

った。高血圧のない男女、高血圧者はそれぞ

れ 9.7±1.8 g/日、10.2±2.5 g/日、9.5±2.3 

g/日で、食塩摂取目標達成率は 36%（9g/日未

満）、14%（7.5g/日未満）、6%（6g/日未満）と

低値であった。また、減塩を行っていると答

えた群の食塩排泄量は、行っていないと答え

た群と差を認めなかった。 

2) 運動推進プログラムの応用と評価 

 野田村では住居や居住環境に応じた身体活

動・運動への唱導、人材の育成事業が実施さ

れ、それらについて調査、評価した。また、

ボランティアフォローアップ研修会、高血圧

予防教室、生きるセミナーにおいて、運動を

啓発、指導した。 

 高血圧予防教室におけるアンケート結果で

は、「中等度(歩行以上)の身体活動を行う日は、

週に何日あるか」との質問に対し「0 日」の

回答が、教室前は 40％であったが、教室後に

は 20％に減少し、4 日以上の群が 10％から



20％に増加したことから、運動実践に至る行

動変容が認められた。 

3) IT 技術を活用した啓発プログラムの開発

と応用 

 野田村の全世帯に設置されている光ファイ

バー網とひかりフレッツフォンによるネット

ワーク「のんちゃんネット」を用いて、強度

別 3 種類、各 1 分の「のんちゃんネット体操」

を開発した。中間的な分析では、この体操の

視聴世帯は 15％であった。 

 さらに、通信機能付きの血圧計と活動量計

を高血圧予防教室に参加した住民に配布し、

家庭での自己測定を開始した。継続的な測定

結果をテレモニタリングにより評価でき、そ

の記録を基にした指導の実施が可能となった。 

 

D. 考察 

 本年度は、被災地における生活習慣病／生

活不活発病への介入に関して、減塩を主とす

る食事および運動について、前年度に開発し

た減塩食普及プログラム、運動推進プログラ

ム、IT 技術を活用した啓発・動機付けプログ

ラムを応用，評価した。これらについて、ま

たは関連した事項について多面的な活動を行

い、かなりの成果が得られたと考えられる。

研究実施に際しては、以下の点について配慮

をしている。①被災地おける研究活動である

こと（岩手県北部の久慈保健所管区内におい

て活動を行う）、②被災地における実際のニー

ドを反映した活動内容であること（地域にお

ける活動を支援し推進する）、③他の被災地や

過疎地において展開が可能である成果を得る

こと、④被災地の関係者に過度な負担を強い

ることがない活動であること、である。 

 野田村における高血圧予防教室では、保健

師、栄養士、理学療法士、精神保健福祉士、

健康運動指導士、医師など多彩な専門職がそ

れぞれの専門性を活かした講演を行った。ま

た、食生活改善推進員が調理した減塩食の試

食、尿からの摂取食塩量推計や食生活アンケ

ート、通信機能付きの血圧計と活動量計を用

いての継続的な測定、という非常に豊富な内

容で、参加した住民からも高い評価を得るこ

とができた。久慈市と洋野町における減塩レ

シピおよび社会的な活動内容は高く評価され、

「国循のご当地かるしおレシピプロジェクト

(エス・ワン・グランプリ大会)」においてグ

ランプリを獲得するという結果となった。 

 尿検査による住民の推定食塩摂取量は、厚

生労働省による国民健康・栄養調査の平均値

よりやや少なく、懸念された食塩の過剰摂取

は少なかった。しかし、高血圧者、正常血圧

者ともに推奨される食塩摂取量を達成してい

る者は少なく、また減塩の意識と実際の食塩

摂取量はかなり乖離していた。今後は集団的

および個別的なアプローチを含む多面的な活

動により、食塩摂取量がさらに減少すること

が望まれる。 

 運動や身体活動量については、高血圧予防

教室への参加後に運動実践者の増加がみられ

たことから、指導の効果が運動実践に至る行

動変容として現れたと考えられる。しかし、

介入したにもかかわらず、ほとんど歩かない

者もみられた。その要因として、立位姿勢を

維持する筋力や、歩行などの身体活動を行う

筋持久力、全身持久力が不足していることが

推察される。 

 野田村においては、内発的動機づけを目標

に置く運動推進プログラムが開発され、運動

推進役となる住民ボランティアが育成された。

野田村の全世帯に設置されているネットワー

ク「のんちゃんネット」を用いて、住民に直

接配信される運動推進用コンテンツが開発、

配信された。洋野町においても、ボランティ

アによる体操リーダー育成活動が実施されて

おり、主体的行動による継続的な運動実践に

関する活動は地域を越えた広がりをみせてい

る。 

 

E. 結論 



 被災地における循環器病の予防と管理のた

め、生活習慣病・生活不活発病に対して、減

塩を主とする食事改善および運動促進に冠す

る地域における介入方法を開発、応用し、そ

の効果を実証した。減塩食普及プログラム、

運動推進プログラム、IT 技術を活用した啓

発・動機付けプログラムを開発し、これらに

関連した多面的な調査、支援活動を行い、成

果が得られた。岩手県野田村の住民の食塩摂

取量は、それほど多くはなかったが、食塩制

限目標の達成率は低かった。また、不活発な

住民は多く、運動指導により身体活動量は増

加した。食生活改善推進員および健康運動指

導士の役割が大きいことが明確になった。 

 

F. 健康危険情報 
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研究要旨 被災地でも実施可能な在宅心不全又はそのハイリスク患者に対する生活支援の意義を明らかにする
ため初年度はプロトコール作成、保健指導教材整備をおこない、53名の対象を得てパイロット研究の立ち上げを
行った。本年度はパイロット研究を引き続き進行させており、ほぼすべての対象者で六ヶ月間の重点的な介入期
間を完了し中途解析データセットの作成を行った。引き続き長期支援に移行している。さらに本研究実施に向け
て参加施設を募集し、研究立ち上げを行った。最終的に目標人数はパイロット研究での50名に加え110名の参加者
を募集することとなった。新たに参加する施設での倫理委員会申請手続きはすべて完了した。支援の担当は、原
則研究班の養成する支援者（看護師、保健師、管理栄養士、理学療法士）として指導内容レベルを揃える為、主
に指導に当たる者には平成25年10月に本研究支援者を対象とした実務研修会を行って支援の質の統一を図った。
現在目標110名の内50名の募集が完了しており、年度内にすべての対象者の登録を目指している。また研究対象と
なる地域の循環器疾患の発症状況を正確に把握する為、循環器疾患登録システムの整備も行った。更に研究で用
いている食生活アセスメント用紙の妥当性を確認する作業を並行して実施した。 
結核予防会事務局は実施研究機関と共同で被災地医療機関で実施可能なプロトコールの詳細を検討し倫理委員
会の承認を得、研究に必要な機材作成と支援教材を整備・配布し、各実施機関での研究の進捗を管理するととも
に提出されたデータの確認を行った。これらを通じ実施機関で支援者が効果的な支援が行えるよう体制を維持す
る役割を果たしている。 
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A. 研究目的 

 循環器疾患の終末像としての慢性心不全（CHF 患

者）患者は高齢化などとともに急激に増加してい

るとされている。CHF 患者入院中に十分な指導を行

い、外来でもフォローを実施することで、患者の

再入院率の改善や QOL 向上がみられることが報告



されている。しかし被災地では医療資源に大きな

制限があり、慢性 CHF または CHF 患者ハイリスク

者に対する入院中や外来での支援は十分ではなく、

発症や悪化に伴う再入院を余儀なくされている可

能性が高い。在宅診療中の CHF および CHF ハイリ

スク患者に対して、被災地の既存の医療資源を生

かして、主治医と連携して生活習慣の改善・服薬

等のコンプライアンスの改善を働きかけることで、

QOL・再入院率を改善することが証明できれば、多

くの地域でも適用可能な仕組みが構築できる。 

一方近年、特定健診保健指導制度の導入に伴い、

医療保険者を中心に生活習慣病等の治療中の者に

対する支援の必要性が重視されるようになった。厚

生労働省国保課の研究事業では、病院内で行った保

健指導により、対照と比較して検査成績ばかりでな

く医療費も改善することが無作為割り付け介入研

究の手法を用いて報告されている。これらを基礎に

した研究として、保険者が医療機関外で高血圧治療

中の患者に特定保健指導に準じた保健指導の実施

効果を医療費で検討する研究が実施中である（研究

主任者岡山）。上記背景を踏まえ、本研究では在宅

心不全患者およびそのハイリスク群に対して長期

の保健指導を実施した場合、入院率、死亡率に加え

生活習慣・検査成績が改善するか否か、また医療費

がどのように変化するかを明らかにすることを目

的とする。また、心不全患者の医療費・介護費用へ

の寄与と改善度を明らかにするため、医療保険者の

協力を得て医療費データを収集して医療費による

評価も行う。これらの大規模研究を実施するための

パイロット研究を企画・実施して問題点を把握する

とともに本研究の準備に役立てる。また心不全発症

要因となる急性循環器疾患の発症をモニタリング

する体制を整える。また循環器疾患危険因子に関連

の大きい項目にさらに特化し、少数の質問で把握で

きるよう設計した食傾向調査票「知食スマート版」

を、「知食スタンダード版」と同様に、循環器疾患

危険因子と関連の大きい栄養因子の評価を行える

かを目的とし、妥当性を検討する。 

 

B. 研究方法 

施設では、不同意者を含む候補者全員の、背景疾

患、ＩＤと性別、生年月、年齢、イニシャルを研究

班事務局に送付する。候補者に対し、外来受診時に

主治医が呼びかけた上で研究担当者より「参加者募

集のご案内」を用いて研究の目的と意義および負担

についてすべて説明する。参加意志を示した候補者

に対して、所定の同意書に署名を貰う。同意を得た

候補者の情報とチェックリストを研究班事務局に

通知する。 

研究班事務局では同日に採用基準を満たしてい

るかを判断し、条件を満たしている場合支援群・通

常群の割り付け結果を担当者に電話と文書（メール

/fax）で連絡する。参加条件を満たしていない場合

にはその旨通知する。 

採択基準 

――――――――――――――――――――――

年齢・性別： 

平成 24 年 4月 1日現在の年齢が満 65 歳以上の男女 

（パイロット研究） 

※本研究は平成 25年 4月 1日現在の年齢が満 65歳以

上の男女 

採択条件（いずれか）：  

Ａ)慢性心不全入院既往のある患者 

過去にフラミンガムの基準を満たす慢性心不全発作

があり、抽出日から遡って半年以内に入院歴がないも

の。 

Ｂ) 慢性心不全ハイリスク者 

(BNP※： 男性 40pg/ml 以上  女性 60pg/ml 以上） 

・虚血性心疾患(急性心筋梗塞、狭心症によるステン

ト歴）の既往を持つもの 

・拡張型心筋症または心房細動の治療中者 

・高血圧薬物治療中でコントロール不良者（外来血圧

140/90mmHg 以上） 

・高血圧薬物治療中で心電図に心肥大・虚血性変化を

示すもの 

除外条件： 

・大動脈弁狭窄または閉鎖不全のあるもの(中程度以

上) 

・血清クレアチニンが 1.5 mg/dl 以上のもの 

・通常の保健指導が困難な腰痛・膝関節疾患を持つ者 

・保健指導に必要な意思疎通が困難なもの 

・身体活動能力 NYHA Class Ⅳ、Ⅲに該当する者 

・その他主治医が不適切と判断した者 

打ち切り： 



・主治医が不適切と判断した場合 

・対象者が同意を撤回した場合 

 本研究の評価指標は下記のとおりとし、すべての対

象者について初回、6 ヶ月後以降 6 ヶ月ごとに調査を

実施する。 

表に研究参加施設と募集(予定)者を示した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

主評価指標 

・緊急入院、時間外受診（総、循環器）カルテ調査お

よび定期的面談時の本人からの聞き取りによる 

・心血管イベントの発症：心不全、虚血性心疾患、脳

卒中 

・総死亡、循環器死亡 

カルテ調査：死亡診断書閲覧による死因の分類（岩手

県北コホート研究に準じる） 

・医療費：介護保険料、支援前 1年間および支援中の

医療費を保険者の了解を得て収集する 

・運動習慣の定着：定期的面接時の面談による（補助：

歩数計によるデータの把握）但し通常群は除く 

副次的評価指標： 

包括健康関連 QOL は SF8(1 ヶ月)を採用する 

ヨーロッパ心不全セルフケア行動尺度 

食習慣調査票（オリジナル） 

費用負担 

参加者には費用負担はない。研究班は、歩数計、家庭

用血圧計、減塩キット・減塩体験食などを含めて、研

究に必要な教材・機器を必要に応じて提供する。   

 通常群に対してはプログラムに基づく支援は実施

しないが、対象者からの質問に回答し、必要に応じて

主治医への連絡を実施する。通常群に対しても血圧計

を貸与する。 

 指導は各施設担当の研究看護師（RN）が担当するが、

施設の実情に応じ研究班事務局が実施支援体制を作

る。 

支援内容は下記の 3点を中心として行う。 

① アドバイス、食事体験によって下記の食習慣の改

善を目指す。減塩、適正エネルギー摂取（体重  

コントロール）、肥満体では減量（体重の５％を目

安） 

やせでは体重の維持を目標とした。また食事多様

性の確保のため、理想的な食品の体験食の期間を

設けた。 

② 運動習慣を身につける、維持する。そのため筋力

の確保や歩行習慣の定着をめざし、特に冬期の歩

行習慣の確保を目指す。 

③ 主治医との良好な関係と治療満足度の維持・改 

善を目指す 

 

保健指導開始後 6ヶ月間の重点支援期間は、初

回、8週間目（±1週間）、16 週間目（±1週間）、

24 週間目（±1週間）の計４回の個別面接を実施

する。通常群では計測と血圧の記録確認を行う。 

 

  定期的な測定項目：支援群と通常群ともに実施 

測定：体重、腹囲、血圧（研究班貸与の血圧計

を用いる）、スポット尿（Na, K, Cre） 

 初回・六ヶ月目測定項目：初回と重点支援完了時

は詳細な質問票・血液・尿検査を実施する。 

 一般検血、血液生化学、血漿 BNP、血清クレアチ

ニン、血清総タンパク、血清アルブミン、高感度

CRP、血清カリウム、血清ナトリウム、尿中アル

ブミン、尿中クレアチニン、尿中カリウム、尿中

ナトリウム濃度 

長期フォロー体制 

定期的面接とヘルスマイレージを併用してフ

ォローアップを実施する。各施設では原則３ヶ月

ごと（9M、12M、15M、18M、21M、24M）計６回の

個別面談を行う。通常群に対しては計測と記録の

確認を実施する。 

測定： 体重・血圧（2回）・腹囲、採尿 

施設が行う面談を行う際のサポートとして、研究班事

務局はマイレージによる生活習慣支援（ヘルスマイレ

ージ）を、3 ヶ月毎（9M、12M、15M、18M、21M、24M、

27M、30M）に行う。 

重点的計測：12M、18M、24M ごとに初回 6 ヶ月と同

様の詳細検査を行う。 

表　研究参加施設と募集（予定）数

施設名 人数 状況

岩手医科大学グループ 53名 パイロット研究重点支援期間が完了

（パイロット研究）

岩手医科大学グループ 30名 同意取得開始・支援準備

（本研究）

国立循環器病研究センター 30名 支援スタッフ確保・同意取得開始・対象者リストアップ済

東北大学 30名 支援スタッフ確保・対象者リストアップ済

福島県立医科大学 20名 同意取得済・支援準備、開始

結核予防会 - 支援協力スタッフ確保（岩手・東北）

妥当性研究

研修会実施

医療費収集体制の検討開始



長期支援

支援群 通常群 初回 2ヶ月 4ヶ月 6ヶ月 9ヶ月

岩手県立二戸病院 10 5 5 10 10 10 10 10

岩手県立久慈病院 10 5 5 10 10 10 10 9

岩手県立釜石病院 10 4 5 9 9 9 9 8

岩手県立宮古病院 4 2 2 4 4 4 4 2

岩手県立大船渡病院 4 2 2 3 3 3 2 1

岩手医科大学付属病院 15 8 7 15 14 14 14 14

53 26 26 51 50 50 49 44

96% 94% 94% 92% 83%

施設名 参加数
重点支援

 本研究班では同意取得の上、医療費・要介護を評価

指標の一つとして収集する。介入前医療費として、介

入開始時から1年前にさかのぼって後期高齢者医療費

広域連合の了解を得てデータを収集する。データは開

発済みの匿名化ツールを使用する。保険者内に保管し

た匿名化台帳に基づき連結可能匿名化データに変換

して収集分析する。介護費用も同様に収集する。収集

方法は別に定める。 

 研究グループは安全管理者を定め指導記録を定期

的に閲覧し、研究参加者にとって事故リスクの高まる

指導内容の有無を確認する。指導内容に疑義がある場

合、研究主任者に速やかに連絡する。支援者および主

治医と連絡を取り、研究参加者の事故リスクを下げる

ための方策をとる。さらに研究グループは緊急の連絡

先を定め、研究参加者が希望する場合に連絡が取れる

よう体制を整備する。万一の事故に備え研究期間中は

医療事故保険に加入する。 

倫理面での問題の有無については、結核予防会第一

健康相談所倫理審査委員会および岩手医科大学、福島

県立医科大学、東北大学、国立循環器病研究センター

の各倫理審査委員会の審査を得て実施することとし

た。 

教材は、従来開発してきた生活習慣病予防に関する

教材を心不全患者向けに改修すると共に、心不全予備

群および心不全患者が安全に運動できるよう配慮し

運動指導教材を開発した。高齢者にとって難しい減塩

を効果的に行うため、減塩体験食の実施と減塩調味料

を用いた減塩指導を取り入れた。更に長期のフォロー

アップに対応するため、マイレージプログラムを導入

した。 

研修会の実施 

 すべての支援者は、支援者講習を受講の上実施する

こととし、３日間の研修を企画、実施した。 

対象者募集 

 パイロット研究では平成 25年 12月より 6施設で順

次同意取得を行い、対象者募集を行った。その結果 53

名参加を得て、支援を開始した。6 ヶ月間で割り付け

時に対照群となったために辞退したものが 1名、がん

が発見され主治医判断で打ちきりとしたものが 1 名、

多忙のため辞退したものが 1名であった。 

 本研究では目標とする 110 名の内 45 名の募集が完

了し、支援に移行した。本年度中にすべての対象者の

募集を完了する予定である。 

 

調査票の妥当性研究 

循環器疾患危険因子に関連の大きい項目にさらに

特化し、少数の質問で把握できるよう設計した食傾向

調査票「知食スマート版」を、「知食スタンダード版」

と同様に、循環器疾患危険因子と関連の大きい栄養因

子の評価を行えるか、妥当性を検討するため中年と高

齢の男女を対象に調査を実施する。 

各参加者に対して、「知食スマート版」による調査を

行った約 2－8週間後に、「知食スタンダード版」によ

る調査を行う。調査場所は参加者のプライバシーを守

れる静かで邪魔の入らない場所で行い、調査は訓練を

受けた管理栄養士、栄養士、保健師、看護師が行う。

又異なる調査実施場所でも同一のフードモデル、標準

食器を使用することとした。 

 

C. 研究成果 

１）パイロット研究の進行状況 

表 1.1 にパイロット研究の進行状況を示した。平成 26

年 2月現在、ほとんどの対象者で六ヶ月目支援を完了

しており、九ヶ月目支援もほぼ完了している。 

表 1.1 パイロット研究の進行状況 

表 1.2 は 6 ヶ月目支援を完了した 49 名について開始

の特性をまとめたものである。支援群と対照群の年齢

はそれぞれ75.4歳と 73.9歳でありほとんど差は見ら

れなかった。また腹囲と体重は支援群でやや小さい傾

向があったが有意な差は認められなかった。血圧など

のリスク因子についても有意な差は見られなかった。

BNP は対照群でやや高い傾向が見られたが、有意な差

は見られなかった。 



表1.2　パイロット研究の開始時特性（50名のうち、
六ヶ月後データのあるもの49名）

平均値 （SD) 平均値 （SD) P値

例数 25 24
年齢 75.4 (6.31) 73.9 (5.50) 0.360
SEX 24.0% 12.5% 0.309
WEIGHT 62.4 (11.02) 65.8 (12.80) 0.317
腹囲 84.4 (20.56) 86.5 (22.49) 0.736
BMI 24.6 (3.60) 24.7 (4.16) 0.972
SBP1 137.4 (24.42) 132.4 (19.05) 0.424
DBP1 80.4 (13.46) 80.9 (12.78) 0.891
LDLC 106.6 (26.65) 107.2 (29.09) 0.943
HDLC 59.1 (15.38) 57.7 (13.18) 0.732
空腹時血糖 117.2 (29.83) 122.5 (37.15) 0.584
BNP 130.2 (100.44) 175.7 (139.92) 0.206
尿中カリウム 1972.2 (656.78) 2145.4 (574.71) 0.340
尿中塩分 13.0 (8.49) 13.4 (5.27) 0.868  

表 1.3 に介入 6ヶ月目の主な指標の変化を示した。体

重は支援群で1.4kg減少したが対照群でも0.8kg減少

し差は有意ではなかった。腹囲は逆にどちらも増加傾

向であった。最大血圧は支援群で 10.8mmHg 低下した

が対照群でも3.4mmHg低下しており有意な差は見られ

なかった。BNP は検査結果を回収できていないものが

複数あり、すべてのデータを投入した解析が必要であ

るが、現在のところ2群に大きな差は見られなかった。

塩分排泄量は対照群でやや低下、支援群ではやや上昇

した。尿中カリウムはむしろ介入群で多くなる傾向が

認められた。 

表1.3　パイロット研究の6ヶ月目と介入前の値の差　
（50名のうち、六ヶ月後データのあるもの49名）

平均値 （SD) 平均値 （SD) P値

例数 25 24
WEIGHT -1.4 (2.25) -0.8 (2.04) 0.317
腹囲 2.1 (17.52) 3.1 (16.96) 0.736
SBP1 -10.8 (26.96) -3.4 (25.88) 0.424
DBP1 -4.2 (20.09) -4.0 (12.34) 0.891
LDLC -2.9 (15.18) -10.1 (29.10) 0.943
HDLC -3.1 (9.98) -2.5 (8.41) 0.732
空腹時血糖 -4.4 (39.88) 3.2 (32.63) 0.584
BNP 10.1 (76.45) -26.1 (146.37) 0.206
尿中カリウム 280.0 (772.03) -107.9 (579.75) 0.340
尿中塩分 0.7 (4.34) -0.9 (5.58) 0.868

 

 

２）本研究の進行状況 

平成 25年 9月より各施設での倫理委員会の審査

をうけ、倫理委員会の承認を得た施設より対象者

募集を開始した。平成 26 年 1月現在すべての施設

での倫理委員会での審議が完了した。別添資料 3

に研修会プログラムおよび主な教材を示した。本

研究の研修には 12 名の支援担当予定の看護師・保

健師が参加した。研究の目的から、保健指導の目

的や期待される効果について概括的な講義を行い、

参加者の知識レベルを一定にした上で、保健指導

に関連した支援のポイントについて栄養・運動・

減塩の 3ポイントについて講義と実習を行った。

さらに対象者募集の際の注意事項や説明と同意の

取得方法、対象者の割り付け方法など研究実施に

関わる注意事項について、ロールプレイを含めて

実施した。研修終了後、実施を予定している各病

院での体制準備に入った。各病院の体制を確認す

ると共に、各担当看護師は主治医の協力を得て募

集のための患者リストの作成を行なった。 

表 2.1 に本研究の進行状況を示す。110 名の目標に

対して 45 名の募集が完了しており、今後年度内にす

べての対象者の募集を完了する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）食生活調査票の妥当性研究の進行状況 

食生活調査票の妥当性検討のため、研究プロトコ

ールを作成し倫理委員会の承認を得た（別添資料 1）。

更に調査精度を高めるため、妥当性研究の調査員の

養成を別添資料 2，3 知食調査マニュアルによって

行った。 

 具体的な調査は被災地である岩手地区を中心に

調査協力者を募集した。岩手地区では盛岡市および

盛岡保健所の健康関連事業に参加した方を対象に

主催者の了解を得て対象者を募集した。更に東京地

区で健診受診者を対象として対象者を募集してい

る。最終的に総計 100 名を目標に募集し、調査を行

っている。 

D. 考察 

心不全は諸外国の臨床疫学研究によれば、入院と外

来の管理を的確に行えば、再入院率が低下し患者の

QOL も高まることが報告されているが、我国では入

院後の外来管理が十分であるとはいえない。本研究

表2.1　本研究の進行状況

参加数 支援群 通常群 初回 2カ月

岩手県立二戸病院

岩手県立久慈病院 2 1 1

岩手県立釜石病院

岩手県立宮古病院 6 3 3 1

岩手県立大船渡病院 5 2 3 4

岩手医科大学付属病院 10 5 5 8 1

国立循環器病研究センター 2 1 1

福島医大 20 10 10 13 2

45 22 23 26 1

58% 2%

施設名



では、こうした現状を改善するため、被災地等の診

療体制が十分確保しにくい医療機関であっても実

施可能な支援の仕組みを開発して、実施可能である

ことを明らかにするとともに、患者の予後改善を図

る目的で実施している。 

 現在のところ、パイロット研究として位置づけて

いる施設での対象者募集・6 ヶ月支援まで順調に進

行している。対象者の募集手順、施設内の協力体制

の整備など、各施設の強力な協力体制の元、種々の

課題を克服して進行した。パイロット研究の 6ヶ月

までの結果を検討したところ、研究計画通り進行し

ており、支援群では血圧などの一部データには望ま

しい変化が起こっていることが確認された。一方対

照群であっても血圧の低下や体重減少が認められ

ており有意な差は認められなかった。BNP について

は一部データの回収が遅れており、回収を急ぐ必要

がある。 

  塩分排泄量は対照群でやや低下、支援群ではやや

上昇したが、対象者の多くは利尿剤を服用している

可能性があり、こうした場合の尿中塩分の推定方法

に関する検討が必要と考えられた。 

  本研究では更に研究規模の拡大を目指して、参加

施設の拡充、保健指導講習会の実施、研究立ち上げ

準備を行ってきた。すでに本研究でも目標 110 名の

内半分が募集を完了しており今年度中の募集の完

了を目指し、またパイロット研究の経験を生かしな

がら、研究推進を目指したい。 

 本研究で用いている食生活調査票は主要栄養素と

塩分に着目して保健指導に特化した調査票である。

保健指導のポイントを効果的に把握できることは

経験的に明らかであるが、集団の傾向を把握できる

かどうかは明かではなかった。今回本研究で用いる

に当たり、これらの妥当性を検証しておくことが今

後の普及にとって重要と考えられた。この妥当性研

究を通じて調査票の有効性を明らかにしたい。 

E. 結論 

被災地等で実施可能な心不全患者に対する保健

指導プログラムの開発、支援者養成、研究実施を目

的として行ったところ、パイロット研究は予定通り

のプランで進行した。本研究についても今年度中の

研究立ち上げ完了の見通しとなり、ほぼ計画通りの 

進捗状況となった。 

 

F. 健康危険情報 
  なし 
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